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命  令  書 

                                                  

 

 申 立 人  Ｘ 組合               

上記代表者  執行委員長 Ａ            

 

 

被 申 立 人  Ｙ 法人               

上記代表者  理 事 長 Ｂ            

 

 上記当事者間における平成２８年道委不第７号事件について、当委員会は、平成３

０年８月２４日開催の第１８５６回公益委員会議、同年９月１８日開催の第１８５７

回公益委員会議及び同月２８日開催の第１８５８回公益委員会議において、会長公益

委員浅水 正、公益委員加藤智章、同八代眞由美、同山下竜一、同山下史生、同朝倉

 靖及び同國武英生が出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主       文 

１ 被申立人は、申立人の書記長であるＡ２が労働組合の組合員であることを理由に、

同人に対し生活支援員への配置転換を命じるという不利益な取扱いをしてはなら

ない。 

２ 被申立人は、申立人と一切協議を行うことなく、一方的にＡ２に対し生活支援員

への配置転換を命じて、申立人を無視ないし軽視することにより、申立人の運営に

支配介入してはならない。 

３ 被申立人は、次の内容の文書を、縦１メートル、横１．５メートルの白紙にかい

書で明瞭に記載し、被申立人が経営する救護施設Ｙ２正面玄関の見やすい場所に、

本命令書写し交付の日から７日以内に掲示し、１０日間掲示を継続しなければなら

ない。 
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記 

 

  当法人が、貴組合に対して行った次の行為は、北海道労働委員会において、 

  労働組合法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行為であると認定され 

  ました。 

  今後このような行為を繰り返さないようにします。 

記 

１ 貴組合のＡ２書記長が組合員であることを理由に、同人に生活支援員への

配置転換を命じたこと。 

２ 貴組合と一切協議を行うことなく、一方的にＡ２書記長に生活支援員への

配置転換を命じたこと。  

 

平成  年  月  日（掲示する日を記載すること） 

 

  Ｘ 組合 

  執行委員長  Ａ  様 

 

Ｙ 法人      

理事長  Ｂ    

 

 

理       由 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、社会福祉法人Ｙ（以下「法人」という。）がＸ（以下「組合」とい

う。）のＡ２書記長（以下「Ａ２書記長」という。)に対し実施した生活相談員

から生活支援員への配置転換が、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下

「法」という。）第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行為であるとして、

組合から北海道労働委員会（以下「当委員会」という。）に救済申立て（以下

「本件申立て」という。）がなされた事案である。 
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２ 請求する救済内容の要旨 

(1) 法人は、Ａ２書記長が労働組合の組合員（以下「組合員」という。）である

ことを理由に、同人に生活支援員への配置転換を命じるという不利益な取扱い

をしてはならない。 

(2) 法人は、組合と一切協議を行うことなく、一方的にＡ２書記長の配置転換を

命じ、組合を無視ないし軽視することにより、組合の運営に支配介入してはな

らない。 

(3) 謝罪文の掲示 

 

３ 本件の争点 

(1) 平成２８年２月１８日（以下「平成」の元号を省略する。）付け辞令で、法

人が、Ａ２書記長に対し、同年４月１日より生活相談員の職を解き、１階の生

活支援員へ配置転換したこと（以下「本件配置転換」という。）は、法第７条

第１号の不利益取扱いに該当するか（争点１）。 

(2) 本件配置転換は、法第７条第３号の支配介入に該当するか（争点２）。 

 

第２ 当事者の主張の要旨 

１ 本件配置転換は、法第７条第１号の不利益取扱いに該当するか（争点１） 

(1) 不利益性について 

ア  組合の主張 

(ｱ) 身体健康上の不利益 

本件配置転換の辞令交付当時、Ａ２書記長は、法人が経営する救護施

設Ｙ２（以下「本件救護施設」という。）において、腰部椎間板ヘルニ

アに起因する腰痛を抱えながら、生活相談員として毎日腰痛ベルトをして

勤務していたが、生活相談員と生活支援員の業務を比べてみると、生活支

援員のほうが腰部への負担が大きいから、腰部疾患を有する同書記長にと

って、本件配置転換により身体健康への重大な不利益が発生する。 

 (ｲ) キャリア上の不利益 

生活相談員は生活支援員のリーダー的立場で業務を行っているところ、
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法人内の人事の実績として、生活相談員から役職へ昇格した人事はあるも

のの、生活支援員から役職へ昇格した人事は一度もなく、生活相談員から

生活支援員へ配置転換されることは、出世コースからのドロップアウトを

意味するから、本件配置転換により、Ａ２書記長にキャリア上の不利益が

発生する。 

イ 法人の主張 

(ｱ) 身体健康上の不利益 

   本件救護施設では生活支援員と生活相談員の業務が相当部分重なってい

て共通性を有し、生活支援員の方が腰部に対する負担が大きいとはいえな

い上、Ａ２書記長が配置転換された１階の生活支援員業務は、身体的介助

より精神的フォローを必要とする利用者が多いため、他の階と比較すると

身体的介助の必要性が低いから、本件配置転換により、Ａ２書記長の身体

健康に不利益が生じることはない。 

(ｲ) キャリア上の不利益 

生活相談員が出世コースで必ず役職への昇格が保証されているというわ

けではないし、生活支援員だからといって役職への昇格が閉ざされている

わけではないから、本件配置転換によって、Ａ２書記長にキャリア上の不

利益が生じることはない。 

(2) 不当労働行為の意思について 

ア 組合の主張 

(ｱ) 配置転換事案における使用者の不当労働行為の意思は、①業務上の必要

性、②本人や組合への説明、③他の不当労働行為の存在（配転の法第７条

第３号的側面も含む。）、④人選又は個別的配転の相当性によって判断す

るのが相当である。 

(ｲ) 業務上の必要性がなかったこと 

a  定員削減の必要性がなかったこと 

法人は、本件救護施設の定員（１６０名）に対し、利用者が９割

（１４４名）を下回ると、指導者加算、看護師加算、介護職員加算（以

下「各種加算」という。）が打ち切られ、試算では大幅な減収となり、

施設運営が立ち行かなくなるところ、同年１月２３日時点で１４２名と
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なったので、同年２月１日の理事会で定員を１５０名に削減する旨決定

したと主張するが、上記理事会の開催時点で、各種加算の基準日となる

同年４月１日までに利用者が回復する具体的目途が立っており、実際に

同日の利用者は１４６名であったから、定員削減の必要性はなかった。 

b  生活相談員を減員する業務上の必要性がなかったこと 

仮に定員削減の必要性があったとしても、財政的には従前の人数の

生活相談員を維持できる一方で、本件配置転換に伴って、行政から費用

の支給を受けて実施しているホームレス救護施設就労支援入所事業（以

下「就労支援事業」という。）の専任指導員を務めていた管理職職員を、

Ａ２書記長の代わりのフロア担当の生活相談員に配置しているが、その

ような兼任配置は、同事業との関係で違法ないし契約違反の状態を生じ

させるだけでなく、同事業の実際の業務にも支障を生じさせるから、法

令遵守の観点からも業務分担の観点からも、生活相談員の減員ができる

状況にはなかった。 

(ｳ) 本人及び組合への説明 

a 本人に対する説明 

法人は、同年２月１８日、生活相談員を務めていたＡ２書記長に対

し、事前の打診など一切なく、１階の生活支援員に配置転換する旨伝え、

同日、辞令を交付した。その際、Ａ２書記長は、腰部椎間板ヘルニアに

よる入院歴があり、生活支援員業務に従事することの困難さを訴えたが、

法人は、真摯に聞く姿勢を持たず、配置転換を強行する姿勢を示した。 

b  組合に対する説明 

法人の組合に対する説明は、同書記長への辞令の交付日に概括的に

なされたのみであり、組合が理事会議事録や財務諸表等の資料を要求し

ても開示せず、生活相談員配置に関する質問をしても実質的な回答がな

されなかった。 

(ｴ) 他の不当労働行為の存在 

       a  先行する不当労働行為の存在 

本件に先立つ２５年から２６年にかけて法人が複数の不当労働行為

（以下「先行不当労働行為」という。）を行ったため、組合は、２６年
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４月２８日、当委員会に対し、救済申立てをした（以下「先行不当労働

行為事件」という。)。それに対し、当委員会は、２７年７月２１日、

一部救済命令を発令し、また、２８年９月１３日には、中央労働委員会

（以下「中労委」という。）も救済命令を発令したが、法人は今日まで

履行していない。 

b  継続する不当労働行為 

先行不当労働行為のうち集会室での団体交渉拒否は、２６年以降現

在まで続いており、本件においても、集会室を開催場所とする組合から

の団体交渉申入れに対し、法人は、再審査の申立てや取消訴訟の提起を

していて救済命令が確定していないことを理由に拒否している。 

これに対し、組合が、再審査申立てや取消訴訟の提起をした場合に

も、命令の効力は停止されないので、命令を履行しなければならないこ

とを指摘し、再三にわたり集会室での団体交渉開催を求めても、法人は

これを拒否し続けている。 

かかる法人の対応は、団体交渉拒否の不当労働行為が成立するのみ

ならず、労働委員会の救済命令をも無視する強固な不当労働行為の存在

を推認させる。 

ｃ  組合脱退勧奨及び不加入勧奨 

本件救護施設のＢ２施設長（以下「Ｂ２施設長」という。）は、２

５年９月１０日にＡ執行委員長（以下「Ａ委員長」という。）が要求書

を持参した際、同委員長に対し、「組合をやめたらどうだ。」と述べて

いる。また、法人は、先行不当労働行為事件を起こしてから後、新規職

員の採用時に「組合あるけど入らなくてよいから。」などと申し向けて、

組合への不加入を勧奨している。 

d  本件の支配介入的側面 

本件配置転換に先立ち、組合と法人は、２４年１０月１７日付けの

団体交渉確認書（以下「２４年確認書」という。）を作成し、同第４項

で「女性支援員から男性支援員への転換に関する将来的展望について、

現時点では増員計画、配置計画は流動的であり話し合い等により決めて

いく。」と定めた。 
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本件配置転換は、当委員会が先行不当労働行為事件の救済命令を発

出した直後に、組合書記長に対し行われているという面からも、また、

２４年確認書第４項に基づき事前協議が要求される男性生活支援員の増

員計画について、組合と事前協議することなくこれを無視して行われて

いるという面からも、支配介入に該当する。 

e  Ａ２書記長に対する過去の不利益取扱い 

法人は、２５年初夏のころ、本件救護施設と特別養護老人ホーム

「Ｙ３」（以下「Ｙ３」という。）の間の交換的人事異動として、２６

年４月からＡ２書記長のＹ３課長への昇進を伴う配置転換を内定してい

たが、同年１月１５日にＹ３のＢ３施設長（当時）（以下「Ｂ３前施設

長」という。）が退職した直後の同年２月６日になり、Ｙ３のＢ４次長

（当時）（以下「Ｂ４次長」又は「Ｂ４生活一課長」という。）の本件

救護施設課長への異動は維持する一方で、同書記長の異動のみ取り消す

という不利益取扱いを行っている。 

(ｵ) 人選もしくは個別的配転の相当性 

a  配転後の職種に関する適性 

            Ａ２書記長は、腰部椎間板ヘルニアに罹
り

患しており、腰部に負担のか

かる生活支援員業務に従事できる健康状態ではなく、周囲の配慮や協力

がなければその業務に従事することが困難になる可能性があったから、 

同書記長をあえて生活支援員に配置する相当性がなかった。 

b  配転前の職種に関する適性 

Ａ２書記長は、社会福祉士及び精神保健福祉士という生活相談員の業

務に適した資格を保持しており、極めて高い専門性を有しているのに、

同書記長を生活相談員ではなくあえて生活支援員として働かせることは、

適材適所の観点からして不合理であり、相当性を欠く。 

c  対象者に対する従前の人事に関する経過 

(a) Ａ２書記長に対する課長昇進の取消 

前記(ｴ)eのとおり、Ａ２書記長のＹ３課長への昇進を伴う交換的人

事異動が内定していたのに、同書記長の異動のみ取り消されている。 

(b) 悪意に満ちた文書の回覧 
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生活支援員に配置転換されたＡ２書記長の宿直回数の軽減について、

法人は、職員に対し、２８年３月から同年７月にかけて毎月文書を回

覧しているが、その文書には、業務負担軽減に関する通知には不必要

でありふさわしくもない内容が記載されており、組合から抗議を受け

たにもかかわらず、法人は改めなかった。 

これは、法人がＡ２書記長に対し強い敵意を持っていることを表す

ものであり、強固な不当労働行為意思の存在を示すものである。 

d  当該労働者の組合における地位及び活動内容 

  Ａ２書記長は、紛れもなく組合の中心的人物である。 

e  使用者の組合に対する一般的態度 

以下に述べるとおり、法人は、先行不当労働行為事件を起こしたころ

から一貫して、組合に対し強い敵意を抱いている。 

(a) Ｂ２施設長の反組合的態度 

         ①  組合が当委員会に対し先行不当労働行為事件につき救済申立てを

行った直後の２６年５月８日、Ｂ２施設長は、Ａ委員長に対し、

「今後組合とは折り合いつきませんから。ま、ずーっと話し合い話

し合い話し合い。うちはおれないし、そっちも強硬派の組合なんで

折れない。ということはずっとそんな関係。そしてどうなるかって

いったらこれは今度、こんな関係ったらどんどん悪くなる。今度、

組合員に状況を全部話す。こういう組合こういう組合ということで

話す。こうなると、何人か組合辞める人間が出てくる。」などと述

べた。 

② 同年１０月２８日、Ｂ２施設長は、Ａ委員長に対し、「どんな結

果になろうともさ、、、関係はもう無理だ。特にＡ２は。Ａ２に関

しては徹底的にやるから。」などと述べた。 

③ 同年１１月１８日、Ｂ２施設長は、Ａ委員長に対し、「でもな、

こっちが負けても俺は認めねーからな。徹底的にやるから。裁判に

して、最高裁までやるからな。どんな結果になっても、もう組合と

は無理だから。徹底的にやるから、Ａ２も徹底的にやるから。」な

どと述べた。 
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(b) 法人の組合不加入勧奨 

前記(ｴ)cのとおり、法人は、新規採用職員に対し、採用時に「組合

には入らないように。」と述べ、組合への不加入を勧奨している。 

(c) 先行不当労働行為事件後の生活相談員配置 

法人が中労委に再審査申立てを行った２７年７月２７日時点で、生

活相談員のほかに、事務員兼生活相談員の嘱託職員が存在することが

明らかになった。 

先行不当労働行為事件につき当委員会で争われていたＡ３組合員

（以下「Ａ３組合員」という。）の生活相談員から生活支援員への配

置転換は撤回しない一方で、法人は生活相談員を増員し、かつ、先行

不当労働行為事件が当委員会に係属していた間、その事実を当委員会

にも組合にも秘匿していたのであり、かかる法人の秘匿の態度から組

合に対する強い敵意がうかがわれる。 

(d) 本件における法人からの強い敵意ある書面の提出 

法人は、本件における準備書面上、組合に対し、通常は弁護士が代

理人として就いていれば記載することをためらうような攻撃的言辞を

繰り返し記載しており、その強い反組合的意思を知ることができる。 

f  不利益の程度 

Ａ２書記長に対し生活支援員業務への配置転換を命じることによる身

体的健康的な不利益は、ただ単に身体的健康的な不利益を生じさせるの

みならず、同書記長の腰部疾患を認識しながら、その訴えや診断書等を

まともにとりあおうとせずに、殊更に同書記長に身体的健康的な不利益

を課すものであり、極めて重大かつ悪質である。 

g  同種の事例に対する過去の一般的な取扱い 

(a) 生活相談員配置についての過去の一般的な取扱い 

生活相談員は、１階から３階までの各フロアに１人ずつ配置される

ほか、就労支援事業と救護施設居宅生活訓練事業（以下「居宅生活訓

練事業」という。）に１人ずつ配置されるのが従前の一般的取扱いで

あり、法人ではこの５人体制を実現するため、法令により最低限配置

しなければならないとされる人数より多く配置していた。 
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本件配置転換により、就労支援事業の専任指導員として配置したは

ずの生活相談員に、フロア担当の生活相談員まで兼任させるようにな

ったが、かかる事態は極めて異例のことである。 

(b) 本件配置転換決定に至るプロセス 

生活相談員の減員につき、法人は、Ｂ２施設長、Ｂ５次長（以下

「Ｂ５次長」という。）及びＢ６総務課長（以下「Ｂ６総務課長」と

いう。）の３名により、たった１日で決めている。 

このような重要なことを３名のみで１日で決定してしまうこと自体、

極めて異例である。 

(c) 配置転換時の説明及び意思確認についての過去の一般的取扱い 

法人は、従前、本件救護施設職員の配置転換にあたって、Ａ３組合

員の生活相談員から生活支援員への配置転換以外は、全て辞令交付前

に事前説明を行い、内示の上辞令を交付していたのに、本件配置転換

では事前の説明も内示も全くないまま辞令を交付しているが、そのこ

と自体極めて異例であって、法人の不当労働行為意思の存在を推認さ

せる。 

(d) 辞令交付時期に関する一般的取扱い 

従前は事前に口頭で内示を行った後、辞令交付自体は異動日当日に

行われるのを慣例としていたのに、本件配置転換では、あえて内示を

経ずに、異動日の４０日以上も前に辞令を交付しているが、そのこと

自体、極めて異例である。 

(e) 業務負担軽減措置を執る場合の周知方法についての一般的取扱い 

前記c（b）のとおり、Ａ２書記長に対し業務負担軽減措置を執るに

あたって、法人の回覧文書には不必要でありふさわしくない内容が記

載されているが、従前は、体調不良で業務負担軽減措置を執った職員

について特に文書回覧を行っていなかった。 

また、Ａ２書記長に対する宿直軽減の措置が執られたのと同時期の

他の生活支援員に対しても業務負担軽減措置につき文書回覧が行われ

ているが、その内容は、同書記長に関する回覧文書に比べると余事記

載が少なく、簡潔にまとめられている。 
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Ａ２書記長の業務負担軽減措置を周知するために取られた方法は、

これまで全く取られていない異例なもので、回覧文書の内容も異例で

ある。 

(ｶ) 以上のとおり、法令遵守の観点からも業務上の観点からも、Ａ２書記長

を配置転換する業務上の必要性がなく、法人から同書記長への事前説明や

内示はなかった上、法人は組合との間で２４年確認書に基づき必要な事前

協議をあえて行わず、組合から要求された理事会議事録や財務諸表等の開

示をせず、生活相談員の配置に関する質問にも実質的な回答をしていない。 

また、法人には、先行不当労働行為やそこから続く当委員会及び中労委

の命令を無視した集会室での団体交渉拒否、新規採用職員への組合不加入

勧奨、過去のＡ２書記長のＹ３課長への昇進的配置転換の取消しなど、数

多くの不当労働行為が存在する。 

これらに加え、本件配置転換が、腰部疾患により生活支援員業務には適

さない一方で、生活相談員として高度の専門性を有し、以前には生活支援

員ではなくＹ３課長職への昇進的配置転換の話があったＡ２書記長に対し

て行われたものであり、同書記長が２０年近く前から組合の書記長を務め

上部団体の執行委員長でもあること、法人が一貫して組合に対する極めて

強い敵意を有していること、本件配置転換が同書記長の身体的健康的な不

利益を殊更に無視していること、生活相談員の配置に対する従前の取扱い

という面からも内示の時期や業務負担軽減措置の周知等の面からも過去に

例のない取扱いがなされていることなども併せると、個別的配転の相当性

に欠ける。 

(ｷ) 以上からして、法人には不当労働行為の意思の存在が認められるから、

本件配置転換は、Ａ２書記長が組合員であることの故をもってなされた不

利益取扱いであり、法第７条第１号の不当労働行為に当たる。 

イ 法人の主張 

(ｱ) 業務上の必要性及び合理性について 

本件救護施設の定員に対し利用者数が９割を下回ると各種加算が打ち切

られ、試算によると年間１,７４７万円余の減収となり、施設運営が立ち

行かなくなるところ、２８年１月２３日の時点で定員の９割を下回る
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１４２名となったため，同年４月１日から定員を１６０名から１５０

名に引き下げることとし、同年２月１日の法人理事会でその旨を決定

した。 

それまで１階から３階まで各９名ずつ合計２７名の生活支援員を配置し

ていたところ、定員を１５０名に引き下げると、生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号。）による保護施設事務費及び委託事務費の取扱い上の職

員配置基準（以下「事務費取扱い上の配置基準」という。）上、生活相談

員１名及び生活支援員２名が減員となり、その分の保護施設事務費を行政

から受給できなくなるが、生活支援員の数を減らすことは、利用者の処遇

及び生活支援員の業務分担の観点から全く考えられなかった。そして、法

人では、同年４月１日に欠員となる見込みであった生活支援員２名の補充

につきかねてより募集していたのであるが、同年２月９日にその欠員が確

定したことから、同月１２日、欠員補充のための生活支援員の採用を１名

に変更し、もう１名は生活相談員から生活支援員に配置転換して対応する

ことにした。 

Ａ２書記長を人選したのは、長年にわたり生活支援員として勤務した実

績、経験及び適性があり、適任であると判断したからであって、同書記長

以外は全く考えられなかった。 

また、本件配置転換により生活相談員を減員し、Ａ２書記長の代わりに、

就労支援事業の専任指導員をフロア担当の生活相談員に兼任配置しても、

違法ないし契約違反の問題は発生せず、業務上の支障も生じない。 

以上のとおり、本件配置転換は、法人にとって業務上の必要性及び合理

性を有し、法令遵守の観点からも業務負担の観点からも問題はない。 

      (ｲ) 本人及び組合への説明 

本件救護施設の人事異動については、事前の打診をしないで発令する場

合も多くあるし、むしろそれが一般的である。Ａ２書記長に対する人事異

動は、生活支援員の欠員が生じて現場が混乱しないよう緊急を要し、事前

打診などできなかった。事前の内示も意思確認も行わずに配置転換した例

は他にもあり、２７年２月１９日に辞令交付したＢ７職員（以下「Ｂ７職

員」という。）及びＢ８職員（以下「Ｂ８職員」という。）の人事につい
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ては、事前内示も意思確認も行っていない。 

また、本件配置転換の辞令を交付するに当たり、法人は、組合に対し、

団体交渉の申入れや協議・説明を行っていないが、その理由はそのような

段取りを取る時間的余裕がなかったからである。そして、本件救護施設で

は、組合役員の人事について、事前に組合と協議しあるいは団体交渉する

という慣例も実績もなかった。 

よって、本件配置転換に当たり、法人が、事前に本人への打診や意思確

認をせず、また、組合に対し団体交渉の申入れや協議・説明を行っていな

いとしても、法人の不当労働行為の意思の存在を認めることはできない。 

       (ｳ) 他の不当労働行為の存在 

         a 先行不当労働行為事件について 

先行不当労働行為事件で当委員会の救済命令があった部分については

中労委に再審査の申立てをし、中労委の救済命令があった部分に対して

は取消訴訟を提起しているが、同訴訟は係属中であって確定していない。 

また、当委員会や中労委において救済命令が出された部分は、Ａ２書

記長に対する生活相談員から生活支援員への配置転換が不利益取扱いに

当たるか否かを問題とする本件とは全く関連性がない。 

先行不当労働行為事件の命令のうち本件と密接な関連性を有するのは、

当委員会において棄却命令が出され確定した部分、すなわち、①「Ａ３

組合員の生活相談員から生活支援員への配置転換が不利益取扱いではな

い」、②「Ａ３組合員の上記配置転換は、法人と組合の間の２４年確認

書第４項の『男性支援員の増員』には該当しない」との事実認定及び判

断であって、本件において、これに矛盾し反することは許されない。 

b 継続する不当労働行為の主張について 

法人は、集会室を開催場所とする組合からの団体交渉の申入れに対し、

組合側の参加人数により、施設長室、施設事務室又はＣ３地区センター

での開催を希望しており、何ら団体交渉を拒否していない。 

また、再審査申立てや取消訴訟の提起は法人の権利であるから、これ

をもって不当労働行為意思の存在を認めることは許されない。 

           c  組合脱退勧奨及び不加入勧奨の主張について 
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                      否認する。 

d 本件の支配介入的側面の主張について 

争う。 

e Ａ２書記長に対する過去の不利益取扱いの主張について 

Ｂ２施設長は、Ｂ３前施設長に対し、退任予定のＢ３前施設長の後任

が決まれば新施設長に決定権限があるとの断りを入れた上で、Ｂ３前施

設長の意向を新施設長に伝える旨承知し、その後、Ａ２書記長にも同様

の断りを入れて、異動の打診をした。 

その後、Ｂ９新施設長（以下「Ｂ９新施設長」という。）に確認した

ところ、Ａ２書記長とは業務上のかかわりがない上、本件救護施設にお

ける管理職の経験がなく特養等介護施設での勤務経験がない同書記長を

管理職に登用することに疑念を抱き、とりあえず１、２年はＹ３に業務

課長を置かずに運営してみて、将来業務課長を置くことになった場合は

自分が人選するとの意向を示したことから、Ｂ２施設長から同書記長に

対し、上記昇進の話はなくなった旨伝えた。 

Ｙ３の業務課長を設置するかどうか、また、誰を人選するかは、Ｂ９

新施設長の権限に属するものであり、Ａ２書記長が同施設の業務課長に

異動することが内定していたわけではないから、これを取り消したもの

でもない。 

          (ｴ) 人選もしくは個別的配転の相当性 

a 配転後の職種に関する適性 

Ａ２書記長は、生活支援員としての業務に特段の制限がなく就労可

能であり、その点については医師の責任ある所見の裏付けがある。 

b  配転前の職種に関する適性 

必要なのは利用者との共感、信頼及び人生経験であって、Ａ２書記

長が社会福祉士及び精神保健福祉士の資格を有するからといって、生活

相談員としての高い専門性を有していることにはならない。 

Ａ２書記長には長年の生活支援員としての実績、経験、適性及び能

力があるから、本件配置転換は正に適材適所の相当性ある人事である。 

c  対象者に対する従前の人事の経過について 
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Ａ２書記長のＹ３の業務課長への人事については、同書記長の昇進

を取り消すという不利益取扱いを行ったことはない。 

d 法人が悪意に満ちた文書の回覧をしているとの主張について 

業務軽減措置を執ることによって負担が増加する職員に対し配慮と

協力をお願いする以上、詳細な事実経過や配慮と協力の要請を丁寧に説

明する必要があるのは当然であり、その説明として必要かつ相当な内容

の周知文書を回覧している。 

e  当該労働者の組合における地位、活動内容について 

               社会通念上、組合の中心的人物は、組合を代表するＡ委員長である。 

f  使用者の組合に対する一般的態度 

         (a) Ｂ２施設長が反組合的発言をしたとの主張について 

             ①  組合は、２６年５月８日及び同年１０月２８日のＢ２施設長とＡ

委員長の会話を無断秘密録音したとするＣＤ－Ｒや反訳書を証拠提

出して、法人が一貫して組合に対し強い敵意を抱いていたと主張す

るが、上記ＣＤ－Ｒも反訳書も組合にとって不都合な部分を削除し

改ざんしたものであるから、証拠としての適格性・信用性が完全に

欠けている。 

また、組合が主張する同年１１月１８日のＢ２施設長とＡ委員長

の会話の内容については、否認する。 

②  前記①の会話の各時期は表面的には先行不当労働行為事件の申立

てがなされていたが、Ｂ２施設長とＡ委員長の関係は対立的ではな

かった。Ａ委員長自身は上記事件の申立てに消極的であることをＢ

２施設長に漏らしていた上、組合が反対していた男性生活支援員の

増員にも極めて協力的であったため、同施設長は同委員長に心を許

し、組合と法人の関係整備や上記事件の解決に向けて率直な意見交

換をしたものであり、話合いはいずれも円満であったから、組合に

対し威嚇的・敵対的言動あるいは反組合的言動をするわけがない。 

③  まして前記①の会話の時期から２年近くもたって本件配置転換が

必要になることについて、法人にもＢ２施設長にも全く予見可能性

がなかったから、同施設長のＡ委員長に対する言動と本件配置転換
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との間に因果関係はない。 

(b) 法人が新規採用職員に組合不加入の勧奨をしたとの主張について 

       否認する。 

(c) 先行不当労働行為事件後に生活相談員を増員したとの主張について 

        否認する。 

(d) 法人から強い敵意ある書面の提出があるとの主張について 

否認する。 

          ｇ  不利益の程度 

Ａ２書記長は、生活支援員業務に特段の制限なく就労可能であり、ま

た、仮に腰痛があったとしても、それは生活支援員業務に起因するもの

ではなく、私病である腰部椎間板ヘルニアに基づくものである。 

          生活相談員と生活支援員の介助業務を比較してみると、腰部への負荷

は同程度であり、生活相談員としての介助業務を特段の支障なく実施し

てきたＡ２書記長が生活支援員の介助業務ができないということはない。 

h 同種の事例に対する過去の一般的取扱いの主張について 

全て否認ないし争う。 

(ｵ) 以上のとおり、本件配置転換は、法人にとって業務上の必要性及び合理

性を有するものであり、人選も相当であって、反組合的意思ないし組合嫌

悪の意思に基づいて行われたものではないから、法第７条第１号の不当労

働行為に当たらない。 

 

２  本件配置転換は、法第７条第３号の支配介入に該当するか（争点２） 

(1) 組合の主張 

ア  組合書記長に対する本件配置転換の支配介入性 

先行不当労働行為事件についての当委員会の命令は、Ａ３組合員の生活相

談員から生活支援員への配置転換につき不当労働行為の成立を認めなかった

が、法人は、上記命令により、必要性の体裁を整えた配置転換であれば、組

合員を生活相談員から生活支援員へ配置転換したとしても、当委員会におい

て不当労働行為とはされないという誤った学習効果を得て、同組合員のとき

と同じ形の配置転換を今度はあえてＡ２書記長に仕掛けてきたものであり、
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組合及び組合員に対し見せしめの効果を及ぼすものである。 

加えて、上記命令においてＡ３組合員の配置転換の不当労働行為該当性が

否定されたことから、本件配置転換につき当委員会に申し立てても救済され

ないのではないかという無力感を植え付ける効果を及ぼすものであって、こ

れにより効率的に組合を弱体化し無力化しうるものであって、組合活動への

影響は極めて大きい。 

以上からして、本件配置転換は、法第７条第３号の支配介入に該当する。 

イ  ２４年確認書を無視した本件配置転換の支配介入性 

本件配置転換については２４年確認書に基づき事前協議が必要なところ、

法人は、組合と事前協議することなくこれを実施しており、かかる法人の行

為は、同確認書を無視ないし軽視するものであって、法第７条第３号の支配

介入に該当する。 

(2) 法人の主張 

ア  組合書記長に対する本件配置転換の支配介入性 

本件配置転換は、Ａ３組合員に対する配置転換と同様、生活支援員の欠員

補充という業務上の必要性に基づき実施したもので、先行不当労働行為事件

で当委員会が同組合員の配置転換の不当労働行為該当性を否定したことを受

けて行ったものではないから、法第７条第３号の支配介入に当たらない。 

イ  ２４年確認書を無視した本件配置転換の支配介入性 

先行不当労働行為事件の当委員会の命令は、Ａ３組合員の配置転換が２４

年確認書に違反するか否かにつき支配介入性を否定しているから、個別的な

男性生活支援員への配置転換が、２４年確認書で定める「増員計画、配置計

画」に該当しないことは決着済みである。 

組合は、２５年８月以降の欠員に伴う男性支援員の個別的新規採用につき、

何ら異議を述べることなく、むしろ若年男性支援員の採用を提案するなど、

積極的に男性支援員の増員に協力してきており、本件配置転換がなされたの

と同時期である２８年４月１日に生活支援員に新規採用されたＢ10職員につ

いても、組合からは何の異議も出されていない。 

よって、本件配置転換は、２４年確認書に違反しないから、同確認書を無

視ないし軽視するものでもなく、法第７条第３号の支配介入に当たらない。 
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第３ 認定した事実 

       １ 当事者等 

(1) 申立人（組合）は、本件救護施設において昭和４９年ころに結成された労働

組合であり、本件申立て時において組合員数２３名を擁し、組合Ｘ２（以下

「Ｘ２」という。）に所属している。 

(審査の全趣旨) 

(2) 被申立人（法人）は、札幌市内で、本件救護施設のほか、特別養護老人ホー

ム「Ｙ３」、保育園「Ｙ４」（以下「Ｙ４」という。）等を経営する社会福祉

法人である。 

救護施設は、生活保護法上の保護施設の一つであり、「身体上又は精神上著

しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者」が入所しており、

施設長、医師、生活指導員、介護職員、看護師又は准看護師、栄養士及び調理

員を置かなければならないと定められている。 

本件救護施設の入所者の７０％以上は何らかの障がいを有している者である。 

本件救護施設では、生活指導員を生活相談員又は相談員と呼び、また、介護

職員を生活支援員又は支援員と呼んでいる。 

以下、生活指導員については生活指導員、指導員、生活相談員あるいは相談

員と表記し、介護職員については介護職員、生活支援員あるいは支援員と表記

する。 

                           (甲２、１０、乙１、審査の全趣旨) 

(3) 法人の就業規則第７条では、「法人は業務上必要がある場合は職員の就業す

る業務の変更を命じることがある。」と定めている。 

(甲２) 

(4) Ａ２書記長は、４年４月１日から法人に入職し、同日から支援員として本件

救護施設で就労を開始したが、５年４月ころ、腰部椎間板ヘルニアの診断を受

けて約２週間入院し装身具（コルセット）を使用するようになり、また、腰痛

のために通院治療を受けたことがあった。 

Ａ２書記長は、１１年１１月１日、法人から職種変更の辞令を受け、相談員

として職務を開始し、本件配置転換が実施される２８年３月末日まで相談員と
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して勤務していた。その間の２２年６月から７月ころ、Ｃ４病院を受診してリ

ハビリを受けたことがあったが、それ以外には配置転換が発令されるまで、医

療機関を受診することはなかった。 

Ａ２書記長は、４年ころから組合に加入し、約２０年前から組合書記長とし

て活動しているほか、９年からＸ２の副執行委員長、２８年夏ころからは同執

行委員長を務め、先行不当労働行為事件の再審査の調査期日にも組合から唯一

代理人弁護士とともに出席するなど、組合の中心的人物である。 

Ａ２書記長は、法人に入職する前に介護福祉士の資格を取得し、１８年に社

会福祉士、２５年に精神保健福祉士の資格を取得している。 

（甲１１、９０、１１９、乙２、３、第１回審問調書Ａ２証言 

３６、３７、４８、５１頁、審査の全趣旨） 

(5) Ａ委員長は、１３年に法人に入職して以来、本件救護施設において相談員と

して就労しており、本件当時主任相談員であった。 

組合には入職直後の１３年から加入しており、２４年から組合執行委員長に

就任している。 

                  (甲９０、１１８、第１回審問調書Ａ陳述３頁) 

                （6）Ｂ３前施設長は、昭和４８年３月に法人に入職し、２６年１月１５日に退職

した。その間、組合の執行委員長及び書記長を務めたことがあり、１３年４月

から１８年６月まで本件救護施設長を務め、１８年７月から２０年４月ないし

５月ころまでＹ４園長を務め、２０年５月ないし６月ころから２３年１月まで

再び本件救護施設長を務め、その後Ｙ３施設長を務めた。 

                以上のとおり、Ｂ３前施設長は、長年法人に勤務して３施設の施設長を務め

た経験を有し、法人全体のことを熟知している立場にある。 

           （甲９９、第２回審問調書Ｂ３証言２、１２頁、審査の全趣旨） 

(7) Ｂ２施設長は、法人の先代理事長の息子で、現理事長の弟であり、１１年１

２月１日に法人に入職し、１８年７月から２０年６月まで本件救護施設長を務

めていたが一旦退任し、Ｂ３前施設長の後任として２３年２月に再び同施設長

に就任した。２４年４月１日からは本件救護施設長のほかに、法人本部の事務

局長を務めるとともに、２５年１月３０日に法人理事に就任し、２６年４月１

日には常務理事に就任している。 
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                          （乙１１７、審査の全趣旨） 

(8) 本件救護施設の組織体制として、Ｂ２施設長の下に、Ｂ５次長がおり、その

下に総務課のＢ６総務課長、生活一課のＢ４生活一課長及び生活二課のＢ11課

長（以下「Ｂ11生活二課長」という。）がおり、その下に相談員、支援員が配

置されていた。もともとの生活課が、生活一課と二課に組織再編されたのは２

６年４月であった。 

（甲６８、審査の全趣旨） 

      (9) 本件救護施設の運営については、Ｂ２施設長が決定権限を有している。 

                                         （審査の全趣旨） 

  

２ 先行不当労働行為事件の申立てに至る経緯 

（1）組合と法人は、Ｂ２施設長が本件救護施設長に再び就任した２３年２月まで

は特段の問題が生じることはなかったが、２５年から２６年にかけて先行不当

労働行為事件が発生し、激しく対立するようになった。 

                                      （甲３、９０、１４７、審査の全趣旨） 

（2）本件救護施設では、支援員は基本的に女性が担当してきたという経緯があっ

たが、２４年２月２９日の職員会議において、Ｂ２施設長は、男性支援員を導

入することを発表した。これに対し、現場の職員は、反対の意見であった。 

                              （甲３、１１８） 

（3）同年１０月１７日、組合と法人は、同年９月１７日に行われた団体交渉の内

容について、双方合意のもと、２４年確認書を作成し、同第４項で「女性支援

員から男性支援員への転換に関する将来的展望について、現時点では増員計画、

配置計画は流動的であり話し合い等により決めていく。」と定めた。 

     ２５年８月１日、法人は、男性支援員を１名採用したが、この件について、

組合と法人は、２４年確認書に基づく協議を行わず、また、組合から法人に対

する異議も出されなかった。 

                                  （甲３） 

（4）組合が先行不当労働行為に該当すると主張したのは、以下の４点であった。 

ア 本件救護施設の利用者が北海道福祉サービス運営適正化委員会に申し立て

た苦情について、Ａ３組合員からＢ２施設長に対しあっせんに応じるよう要
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望したことなどを理由に、法人が２６年４月１日付けで同組合員を相談員か

ら支援員に配置転換した（法第７条第１号及び第３号該当性）。 

イ  法人が、組合の２５年１０月９日付け団体交渉申入れに対し、同月２４日

付けで、「団体交渉については、文書で報告のとおりであり、これ以上の回

答はない」旨の回答書を交付した（法第７条第２号該当性）。 

ウ  法人が、２６年２月２６日の団体交渉の内容について組合との間で作成し

た確認書に反し、同年３月３１日までに、就業規則改定の理由等を明記した

文書並びに就業規則改定及び職務専念義務免除廃止に係る協議日程をいずれ

も提示しなかった（法第７条第３号該当性） 

エ  同年３月１８日及び同年４月３日に組合が申入れをした団体交渉について、

法人が、開催場所を法人施設の集会室とすることを拒否し、外部施設での開

催に固執するとともに、参加者の人数を制限して、結局、団体交渉を行わな

かった（法第７条第２号該当性）。 

 

   なお、組合及び法人は、２３年２月１日（Ｂ２施設長再着任日）から２６年

３月２４日までの間、通算して４回の団体交渉を行っており、うち２回は集会

室を開催場所としたが、特に混乱は生じていなかった。 

                      （甲３、１４７、審査の全趣旨） 

 (5) ２５年初夏のころ、Ｙ３のＢ３前施設長は、法人の理事であり事務局長でも

あったＢ２施設長に対し、法人の将来を見据えての幹部職員の育成という観点

から、Ａ２書記長をＹ３の課長とし、Ｙ３のＢ４次長を本件救護施設の課長と

する交換的人事異動を提案した。 

この案については、Ｂ２施設長が、翌年退任予定のＢ３前施設長の後任が決

まれば新施設長に決定権限があるとの断りを入れることなく了承したことから、

Ｂ２施設長からＡ２書記長に打診がなされ、同書記長の承諾が得られた。それ

を受けてＢ３前施設長からＢ４次長に打診がなされ、同次長の同意が得られた

ことから、Ａ２書記長の業務引継ぎを考慮して２６年４月を異動時期とするこ

とで話が進んだ。そのような経過から、この人事案については、Ａ２書記長も

Ｂ３前施設長も内定したものと受け止めていた。 

ところが、２５年暮れころになり、Ｂ２施設長は、Ｂ３前施設長に対し、新
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施設長の考えも聞いてみなければならないというニュアンスの話をするように

なったが、２６年１月１５日に同前施設長が退職するまでの間、Ｂ２施設長か

ら同前施設長に対し、新施設長の考えがどのようなものか伝えられることはな

かった。 

同年２月６日、Ｂ２施設長、Ｂ５次長、各課長及び相談員（Ａ２書記長を含

む。）の合計８名による打合せが行われ、その席上、２６年度人事案兼２７年

度人事計画案が法人から示された。それには、Ｂ４次長の本件救護施設課長へ

の人事異動は記載されていたが、Ａ２書記長のＹ３課長の人事異動については

記載がなく、他方で、同年４月１日付けでＡ３組合員を相談員から支援員に配

置転換する旨の記載がされていたが、同組合員には法人からの事前説明や打診

が一切なかった。 

昇進人事がなくなったことについて、法人からＡ２書記長に対する事前の説

明は一切なく、同年２月６日の打合せ時のＢ２施設長の説明も、あの話はなく

なったからといった程度のものであったことから、同書記長は同施設長に対し

詳しい説明を求めた。 

それに対し、後日、Ｂ２施設長からＡ２書記長に対し、人事異動については

来たばかりなので遠慮してほしいという話がＢ９新施設長からあったため取り

やめになった旨説明された。しかし、Ｂ３前施設長がＢ９新施設長に対し事前

に上記人事異動案を伝えた際には、Ｂ９新施設長からそのような話は何も出て

いなかった。 

          （甲４、９０、９９、１１９、第１回審問調書Ａ２証言３７ないし４０頁、第２

回審問調書Ｂ３証言５ないし７、１１、１２、１７、１８、２１、２２頁） 

 

３ 先行不当労働行為事件の申立て及びその後の経過について 

(1) 組合は、２６年４月２８日、当委員会に対し、法人を被申立人として、前記

２（4）のアないしエの行為が不当労働行為に該当すると主張した上で、下記

救済命令の申立てをした。 

                  記 

「(ｱ) Ａ３組合員に対し、労働組合の正当な行為をしたことを理由に、同組合員

に支援員への配置転換を命じるという不利益な取扱いをしてはならない。 
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      (ｲ) Ａ３組合員を相談員に戻す。 

(ｳ) 組合と一切協議を行うことなく、一方的に職員会議において職務専念義務

免除を廃止する等の発表を行ったり、それについての団体交渉を拒否したり

するなど、組合を無視ないし軽視することにより、組合の運営に支配介入し

てはならない。 

(ｴ) 前記２（4）のウに係る行為に及ぶなど、組合を無視ないし軽視すること

により、組合の運営に支配介入してはならない。 

(ｵ) 組合との間で、男性支援員の配置については、協議により決めていくとい

う内容の２４年確認書を締結したにもかかわらず、一方的に男性支援員の配

置を決定するなど、組合を無視ないし軽視することにより、組合の運営に支

配介入してはならない。 

(ｶ) 団体交渉に当たり、本件救護施設の集会室を利用することを拒否し、また、

組合の参加人数を制限してはならない。 

(ｷ) 謝罪文の掲示」 

 

              なお、Ａ３組合員は、社会福祉士及び精神保健福祉士の資格を有していた。 

組合は、Ａ３組合員の配置転換の不利益性を主張するに当たり、相談員から

支援員への異動がキャリア上の不利益に該当すると主張しなかったが、その理

由は、その時点においては、組合の中で相談員と支援員との間で上下関係を付

けることは団結する上で阻害事由になる可能性があると考えたからであった。 

           （甲３、１４７、第１回審問調書Ａ２証言４７、５４、５５頁） 

          (2) ２６年５月８日、Ａ委員長が、組合の臨時集会のために集会室の利用申請に

赴いた際、Ｂ２施設長は、同委員長に対し、下記のとおり発言した。 

                  記 

「それとな、それとな、もうあのううちはこんなんなった以上な、弁護士それ

から社労士全部入っているから。それで今後の方針は、全部あのう俺の意見で

ないんだわ。社労士、弁護士なんだ。今度組合ともよ、今度折衝というかそう

いう方法も全部聞いてるんだけども、今後、あのう組合とは折り合いつきませ

んから。ま、ずーっと話し合い、話し合い、話し合い。うちはおれないし、ま、

そっちも強硬派の組合なんで折れないと思う。ということはずっとそんな関係。
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そしてどうなるかっていったらこれは今度、こんな関係ったらどんどん悪くな

る。今度、組合員に状況を全部話す。こういう組合、こういう組合、というこ

とで全部話す。そうなると、何人か組合辞める人間出てくる。というのは、ま

ずその決起集会だとか、総会？集会か。それをね、あのう、まぁ求めてるけど

もうちはそれについてはまだ保留という形でずっといくと。期日来てできなく

なると思うんだ。それでそうなると、どうしてだろうとなると思うんだ、、、

そうなると、、、そちらはそちらで説明するだろうけど、こっちはこちらで説

明する。まぁ、そういうやり方。たまに組合とはつかないと。そうなったら、

本当に何のためか、組合のためにやってるのか、利用者のためにやってるのか

わけわかんなくなる。ということは施設自体が崩壊してくる。もう利用者抜き

だから。そうなっていいのかどうかって問題なんだけど、それは避けたいけど

やっぱりその、、、うちらは、、、」 

                        （甲１００、１０１、乙７９） 

(3) 法人は、組合に対し、同年５月１２日付け書面により、団体交渉の場所及び

参加人数について、あくまで外部の会議室を考えているが、当分の間、他の事

案における協議の支障を来さないために施設長室での開催を提案したいと考え

ていること、組合の集会や定期大会に関する集会室利用について、定期大会に

ついては開催時期が迫っているとの事情を考慮し、未決定ではあるが今年度の

使用を許可する方向性で検討していることを通知した。 

                          （甲３、９０） 

      (4) 組合は、法人に対し、同年７月１８日付けで、就業規則改定等を協議事項と

し、開催場所を集会室とする団体交渉申入書を交付した。 

                               （甲３、９０、１１８） 

(5) 法人は、前記(4)の団体交渉の申入れを受けて、同月２２日付け書面により、

組合に対し、団体交渉の開催場所について、組合の参加者が１０名以内の場合

は施設長室、１０名を超える場合は、Ｃ３地区センターとする旨の提案をした。 

                        （甲３、９０、１１８） 

(6) 組合は、前記(5)の提案に対し、同月２５日付け書面により、法人に対し、

重ねて開催場所を集会室とする団体交渉を申し入れた。 

                             （甲３、１１８） 
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(7) 法人は、前記(6)の申入れに対し、同月２８日付け書面により、組合からの

参加者が１０名の場合は同月２９日に施設長室で団体交渉を開催したいこと、

それを超える場合には再度日程調整が必要になるので文書にて申入れをしてほ

しいこと、事前に組合の参加者名簿を提出してほしいことなどを回答した。 

                               （甲３、９０） 

             (8) 法人は、組合に対し、同年８月５日付け「確認書」を交付し、①施設コピー

機の従前ルールに基づいた使用料納入の確認、②組合活動での施設パソコンの

利用を認めていないことの確認、③同年７月２３日１２時４０分ころ無許可で

就労支援室にて組合の会議を行っていたことの確認を求めた。 

                                 （甲９０） 

(9) 前記(8)の求めを受けて、組合は、同年８月１１日付け書面により、法人に

対し、前記(8)の①について、コピー機使用の実績はあったが枚数が不明のた

め、今後使用簿を整備し月締めで支払うこと、これまで取決めをしていなかっ

たプリンターやファックスの使用については協議をお願いすること、同②につ

いて、組合内で周知の上対処すること、同③について、昼休みに休憩場所で組

合の話をしていただけであることを回答した。 

                                （甲９０） 

(10) 法人は、同年１０月１０日付け書面により、組合に対し、欠員補充のために

同年１１月１日以降採用する男性支援員１名について、２４年確認書に基づく

協議を施設長室において行いたいこと、組合の参加者は書面により知らせてほ

しいこと、候補日を２６年１０月１４日、同月１６日又は同月１７日とするこ

となどを申し入れた。 

                                   （甲１２０） 

(11) 組合は、前記(10)の申入れに対し、同年１０月１６日付け書面により、法人

に対し、２４年１０月１７日の団体交渉に基づく協議である以上、今回の協議

も団体交渉であるべきなのが基本であると考えるので、これまでどおり集会室

での開催を要求すること、団体交渉の参加者名簿はこれまで出したことがなく、

上部団体の組合員も含め当日の業務の状況によって直前まで参加できるかどう

かわからないことも多いので、事前の名簿提出は不可能であること、提案され

た候補日は都合が悪いので、２６年１０月２０日又は同月２８日としてほしい
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こと、事務折衝という位置付けであれば、上記日程で施設長室での開催を受け

られることを回答した。 

                                （甲１２１） 

(12) 法人は、同月１７日付け書面により、組合に対し、同年１１月１日以降採用

予定の男性支援員１名を遅滞なく配置したいとして、同年１０月２８日を候補

日として、施設長室での協議を行いたいこと、組合からの参加者は書面により

知らせてほしいことなどの申入れを再度行った。 

                                 （甲１２２） 

(13) 組合は、同月２２日付け書面により、法人に対し、同月１６日付け書面（前

記(11)）と同様、集会室での開催を要求すること、事前の名簿提出は不可能で

あること、事務折衝という位置付けであれば申入れのあった同月２８日に施設

長室での開催を受けられることを回答した。 

（甲１２３） 

(14) 法人は、同月２７日付けの書面により、組合に対し、２４年確認書第４項に

は「話し合い等」とあり特段団体交渉とは限定していないので、今回は労使協

議（話合い）を考えていること、採用候補者が数名いる中これ以上の日程の先

送りは困難であると考えていること、単なる事前事務折衝では無意味であるの

で労使協議（話合い）に応じてほしいこと、開催日時は２６年１０月２８日午

後５時３０分からとしてほしいこと、参加者を書面により教えてほしいことな

どを申し入れた。 

                                                    （甲１２４） 

(15) 同年１０月２８日午前１１時半から１２時ころまでの間、法人は、Ｂ２施設

長、Ｂ５次長、Ｂ４生活一課長、Ｂ11生活二課長及びＢ６総務課長の５名のほ

かに、Ａ委員長も参加して男性支援員の配置に関して打合せを行った。５１歳

と２６歳の２人の支援員候補のいずれがよいかと意見を求められたＡ委員長は、

２６歳（Ｂ12支援員）の方がよいと思う旨の個人的意見を述べた。 

                   （第１回審問調書Ａ陳述２３、２４頁） 

(16) 欠員補充の支援員１名については法人が同年１１月１日以降採用するとして

いて残された時間が少なかったことから、組合は、法人に対し、改めて集会室

での団体交渉開催を求めることとし、同年１０月２８日１２時５５分ころ、団
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体交渉による協議を求めること、参加者名簿の事前提出は不可能であること、

団体交渉を行う前提としての予備交渉という意味での労使協議であれば受ける

ことなどを回答した書面を交付した。 

                                   （甲１１８、１２５、１２７） 

(17) 同日、法人は、前記（16）の組合からの書面を受け取った数分後に、その場

で、組合に対し、同日付けの書面を交付したが、この書面には、欠員となる職

員を速やかに配置するために労使協議（話合い）を行いたいこと、場所は施設

長室とすること、開催日時は同日午後５時３０分からとすることなどが記載さ

れていた。 

            （甲１２６、１２７、第１回審問調書Ａ陳述３４、３５頁） 

(18) 組合は、前記(17)の法人の対応について、検討もしないであらかじめ用意し

ていた回答書を直ちにその場で交付したものと考えて憤慨し、同日夕方、法人

に対し、組合の申入れに対し法人がどのように検討したのかを回答してほしい

旨のＡ２書記長の手書きによる書面を交付した。 

                  （甲１２７、第１回審問調書Ａ陳述１０、２７頁） 

（19）同日、Ｂ２施設長は、Ａ委員長との間で、「そしたら、ちょっと、ちょっ

と待ってて（Ｂ２施設長）」「すいませんねなんか（Ａ委員長）」という会話

を交わした後、同委員長に対し、「まぁ、Ａさんあれだ、あのあれだ、登別の

時もちらっとＡさんと俺と個人的に話をしようと思ってたけど、まぁ、どんな

結果になろうがさ、関係はもう無理だ。特にＡ２は。Ａ２に関しては徹底的に

やるから。その趣旨のことをおれが言ったって言わないで、なんかそんな感じ

のような、、、、Ａ２に、、、、。今徹底的にやるから今。とりあえ

ず、、、、」と述べ、その後に、同委員長が「〇かだなぁ」（〇の部分は聞き

取り困難）と述べた。 

（甲１０２、乙７９、第１回審問調書Ａ陳述８頁） 

(20) 協議が行われることのないまま、法人は、組合に対し、同月２９日付けの書

面により、２７年１月１日に男性職員１名（Ｂ12支援員）を採用する旨通告し

た。 

                               （甲９０） 

(21) 法人は、地域の町内会長からの意見聴取を踏まえ、２７年１月８日までに、
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集会室の地域開放事業を開始し、「Ｃ５」という外部団体に対し、同年１月

１１日、同月２４日、同年２月１５日、同月２１日、同年３月１４日、同月

２１日に集会室を貸し出し、同団体は集会室でよさこい踊りの練習をした。 

                                （甲９０） 

(22) 法人は、２７年１月３０日付け書面により、組合に対し、前記(9)の組合か

らの回答では、昼休み中に休憩場所で組合の話をしていただけであるとあるが、

定期大会、執行委員会の会議での許可のない就労支援室等の利用はないと考え

てよいかどうかにつき、同年２月９日までに書面で回答するよう求めた。 

                               （甲９０） 

(23) 組合は、同年２月９日付け書面により、法人に対し、①１１年２月４日の団

体交渉で、法人から、使用の希望があれば、今までのように会議室等空いてい

る部屋を使うことは構わない旨の回答をもらっていること、②上記①の法人の

回答に基づき、将来も空いている部屋を使用したいと考えていることを回答し

た。併せて、同書面において、法人の前記(22)の質問の趣旨につき、今後は部

屋が空いている場合にも、定期大会等の使用を不許可にする可能性があるのか

どうかについて質問した。 

                                （甲９０） 

(24) 前記(23)の回答及び質問を受けて、法人は、２７年２月２０日付け書面によ

り、組合に対し、組合主張のような協定や合意を締結したことはないこと、執

行委員会の会議のための就労支援室等の利用許可申請は１件も受理しておらず、

これまでに利用したことがあるならばそれは無断使用であり、法人の施設管理

権を侵害するとともに職務専念義務に違反するものであり、将来においても許

可のない施設利用は一切認めないことを回答した。 

                               （甲９０） 

(25) 法人は、同年４月３日、組合に対して、支援員の個別の欠員補充の議題につ

いて、組合参加者が１０名以内の場合は施設長室で、１０名以上であれば施設

事務室で、３０名以上の場合は外部の地区センターで団体交渉を開催すること

を申し入れ、併せて組合側参加者につき書面で通知することを求めた。 

                               （甲９０） 

(26) 前記(25)の申入れに対し、組合は、同月８日付け書面により、法人に対し、
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参加者名簿の事前提出は不可能であること、集会室を開催場所の選択肢に含め

てほしいこと、団体交渉開催に向けた事前折衝という位置付けであれば施設長

室での開催を受けることを回答した。 

                               （甲９０） 

(27) 前記(26)の回答に対し、法人は、同日付け書面により、集会室は団体交渉の

開催場所としては適当ではないと判断しているとして、前記４月３日付けと同

様の提案（前記(25)）をするとともに、組合側参加者の名簿の事前提出は不可

能ではないと考えていること、欠員補充のための採用を進めることを通知した。 

                               （甲９０） 

(28) 組合が、同年６月２９日付けで定期大会のため集会室の使用を願い出たとこ

ろ、法人は、同年７月９日付け書面により、集会室は施設利用者のために使用

すべきであることや施設に関する法人の秩序定立権限を理由に不許可とした。

 Ｂ５次長が組合執行委員長を務めていた昭和６３年４月１日から１３年４

月３０日までの間、組合の定期大会のため集会室の使用を願い出たのに対し、

職員サークルの踊りの研究会と日程が重なって不許可とした１例を除き、法

人は全て集会室の使用を許可していた。                 

                                           （甲９０） 

  

          ４ 先行不当労働行為事件の命令発出及びその後の経過について 

(1) 当委員会は、２７年７月２１日、先行不当労働行為事件につき、申立人の一

部救済を命じる下記内容の命令を発令した。 

                                 記 

「１  被申立人は、申立人の２５年１０月９日付け団体交渉申入れに対して、

「団体交渉については、文書で報告のとおりであり、これ以上の回答はな

い」旨の書面を交付することにより申立人に対する支配介入をしてはなら

ない。 

２ 被申立人は、２６年２月２６日付け団体交渉確認書で確認した、２５

年度中に、就業規則改正の理由等を明記した文書の提示をせず、また、

就業規則改正及び職務専念義務の免除の廃止についての協議日程を提示

しなかったことにより、申立人に対する支配介入をしてはならない。 
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３ 被申立人は、被申立人施設内の集会室を開催場所とすることを拒否し、

また、申立人の参加人数を制限することにより、団体交渉を拒否しては

ならない。 

４ 上記１ないし３に関する文書掲示 

５ 申立人のその余の申立てを棄却する。」 

 

上記命令は、Ａ３組合員の相談員から支援員への配置転換については、組

合活動又は組合員であるが故になされた不利益な取扱いには当たらないとして

これを認めなかった。その理由は、同組合員がＢ２施設長に手紙で訴えた行為

は同組合員独自の行為であり「労働組合の行為」に該当しないこと、同組合員

が配置転換により身体的負担を感じたとしても、法人が配置転換により同組合

員の身体的負担を増加させようとした意図があったと推認することは証拠上困

難であることなどであった。 

また、同命令は、Ａ３組合員の配置転換が、２４年確認書第４項に基づく

「男性支援員の増員計画、配置計画」に当たるかについては、法人が該当する

事項ではないと解したとしても不合理とまではいえないとした。それは、組合

が、男性支援員が増員される場合は増員計画に当たり、個別的な配置転換であ

っても、長期計画が協議されていない以上、配置計画に当たるので協議が必要

であるとしているのに対し、法人は、２４年確認書作成時点の男性支援員が３

名であることから３名以内の増減であれば増員計画に当たらず、個別的な配置

転換は配置計画に当たらないとしていて、両者の間では、増員計画、配置計画

に対する捉え方が異なり、それまで労使間でその意味についての協議が行われ

ていなかったこと、Ａ３組合員の配置転換は支援員の欠員を補充するための人

事異動であったが、それ以前の２５年８月１日に男性支援員が採用されたとき

に、組合と法人は２４年確認書に基づく協議を行っていないし、組合から法人

に異議を出していないことからして、法人が増員計画、配置計画に該当する事

項ではないと解したとしても不合理とまではいえないことが理由となっていた。 

                                (甲３) 

     (2) 法人は、前記(1)の命令につき、２７年７月２７日、中労委に対し、再審査

を申し立てた。 
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(甲９０) 

 (3) 組合は、同年１０月１６日、法人に対し、就業規則改定などに関する団体交

渉を集会室で開催するよう申し入れた。 

これに対し、法人は、同月３０日、①参加者が１０名以内の場合は施設長室、

②１０名を超え３０名以内の場合には施設事務室、③３０名を超える場合には

外部の地区センターにおいて団体交渉を行う旨回答した。 

                               （甲９０） 

 

５ 本件申立てに至る経緯及びその後の事情について 

(1) 本件救護施設の利用者が減少し、２８年１月２３日時点で１４２名、同月末

近くには１４１名と、定員１６０名の９割である１４４名を下回る状況となっ

た。利用者が定員の９割を下回ると各種加算が打ち切られ、試算によると年間

１千数百万円の減収となって財政に与える影響が大きいとして、法人は、定員

の減員を検討するようになり、同年２月１日の理事会において、同年４月１日

から１５０名に減員することを決定した。 

利用者数は、同年２月１日時点で１４１名、同年３月１日時点で１４４名、

同年４月１日時点で１４７名と推移したが、同年２月１日の時点で、各種加算

の基準日である同年４月１日までに１４４名以上に回復する具体的目途までは

立っていなかった。 

（争いのない事実、第２回審問調書Ｂ６証言３９頁、第２回審問調書

Ｂ５証言５４、６０、６９頁、第３回審問調書Ｂ２証言２２頁） 

(2) 本件救護施設ではそれまで１階から３階まで９名ずつ合計２７名の支援員を

配置していたが、定員を１５０名に引き下げれば、事務費取扱い上の職員配置

基準上、相談員１名及び支援員２名が減員されてしまい、そうなると２８年４

月からその減員分の施設事務費を受給できなくなる状況にあったが、法人とし

ては、定員の減員を決定した同年２月１日時点では、２８年度から職員（相談

員を含む。）を減らすことまでは具体的に考えていなかった。 

      同年４月１日から支援員２名の欠員が生じることがあらかじめ見込まれてい

たので、法人はかねてから２名の募集活動をしていたところ、同年２月９日に

なって上記欠員が確定したが、その時点でも法人は２８年度から職員を減らす
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ことまで決めておらず、欠員となる２名の支援員の募集活動を続けていた。 

        同月１２日になって、法人は、Ｂ２施設長、Ｂ５次長及びＢ６総務課長の３

名により、同日１日のみの検討で、支援員については人数を減らさず現状の配

置人数を維持するが、欠員となる支援員２名の新規採用を１名にして、もう１

名は相談員を減らし１階支援員に配置転換して対応することを決定し、その人

選として、相談員の中からＡ２書記長を選んだ。その際、Ａ２書記長以外にＡ

委員長の名前も一応挙がったが、支援員としての経験がある同書記長以外考え

られないとの理由により、同書記長が人選された。 

この点、Ｂ３前施設長は、本件のように職員の数を減らし、配置転換で補充

することについては、現状認識と対応策について労使の間で真摯に議論しあっ

て方向性を出していくことが肝要であり、施設長、次長及び総務課長の３名だ

けで１日の議論で決定することについては考えられないやり方であるとの認識

を持っていた。 

同日の検討の際、法人は、フロア担当の相談員であるＡ２書記長の代わりに、

同年４月１日から、Ｂ４生活一課長を相談員として配置することにしたが、管

理職であり就労支援事業の専任指導員でもある同課長が、さらにフロア担当の

相談員を兼任することにつき、法令上も札幌市との契約上も特段問題ないとの

認識であった。 

人選時点で、Ｂ２施設長は、腰部椎間板ヘルニアという具体的病名までは認

識していなかったが、Ａ２書記長がかつて腰を痛めて腰部にコルセットを装着

していたことを知っていたし、Ｂ５次長も、同書記長が腰痛を抱えており、以

前支援員から相談員に配置転換される前に椎間板ヘルニアで入院したことがあ

ることや相談員に配置転換されてからも腰痛を訴えて機械浴の免除を受けたこ

とがあることを知っていたが、支援員業務を支障なく行えるかどうかにつき同

書記長から事情聴取するなどの措置を一切執らなかった。 

Ａ２書記長の腰痛については、人選に加わっていなかったＢ11生活二課長も、

過去に同書記長が相談員業務の機械浴を行う際に腰痛を訴えたことから機械浴

業務を数回免除したことがあり、同書記長にとって腰部負担の多い支援員業務

は適していないと考えていたし、Ｂ３前施設長も、同書記長との日常会話等に

よって、同書記長に腰痛がありコルセットを装着していることを知っており、
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また、現場で働く相談員及び支援員においても共通認識となっていた。 

同日時点における１階の利用者は、他の階と比較してみると、触法障がい者

やアルコール依存症など身体的介助を要しない利用者が多かった。 

（甲１０６、乙２２、２３、７０、第１回審問調書Ａ陳述３２頁、第１回審問調

書Ａ２証言５０頁、第２回審問調書Ｂ３証言４、８頁、第２回審問調書Ｂ６証

言４０、４２ないし４３頁、第２回審問調書Ｂ５証言５４、５９ないし６２、

６４頁、第３回審問調書Ｂ２証言２３、２４、３９、４７、４８頁） 

        (3) 法人は、同年２月１８日、事前の内示や打診を一切行うことなく、Ｂ２施設

長、Ｂ５次長及びＢ６総務課長の立会いのもと、Ａ２書記長に対し、同年４月

１日付けで本件配置転換を実施する旨を伝え、辞令を交付した。 

Ａ２書記長が支援員に配置転換されれば、男性支援員は３名をはるかに超え

ることになり、法人の解釈によっても、本件配置転換は２４年確認書第４項の

「増員計画」に該当するため、同確認書に基づく事前協議の対象となる人事異

動であったが、法人は、そのことを理解しながら、同確認書に反し、組合との

間で、あえて事前協議を行わなかった。 

Ａ２書記長は、法人から通告された際、腰部椎間板ヘルニアに罹
り

患しており、

腰に不安があることを伝えたが、それに対しＢ２施設長らは、これまでそのよ

うな報告は受けていないし、まずは勤務してもらいたいと述べた上、健康上の

問題があるのであれば診断書を提出するよう求めて、本件配置転換を実施する

旨の姿勢を示した。 

Ａ２書記長が診断書を提出したら考慮されるのかと確認すると、法人の返答

は、まずは診断書を提出してもらって関係医療機関を受診してもらうことも検

討し、支援員業務を遂行するに当たり、どのような配慮が必要であるかを検討

するというものであった。 

それまで、法人は、職員の人事異動について、異動予定の職員に対し事前の

説明や内示を行ってから異動するようにしており、本件配置転換のように突然

前触れもなく辞令を交付した前例は以下の１例しかなかった（庶務主幹職にあ

った職員について、１５年５月１日付けで同職を廃止しその職を解いた人事は、

同職員の帰責事由に基づくものであり、配置転換ではなかった。）。 

事前の打診や内示がないまま辞令を交付したとして法人が挙げる前例は、Ａ
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３組合員の配置転換を除けば、２７年２月１９日のＢ８職員及びＢ７職員の２

例だけであるが、Ｂ７職員については事前の打診や内示がないまま辞令が交付

されたとはいえないものであり、認められるのはＢ８職員のみである。 

（甲３、６、９０、９５ないし９７、９９、１１５、１１６、乙４、２２、８

２、１１２、第１回審問調書Ａ２証言４０～４１頁、第２回審問調書Ｂ３証言

４、５頁、第３回審問調書Ｂ２証言１２、２９、３０頁、審査の全趣旨) 

         (4) 法人は、２８年２月１８日付け書面により、組合に対し、①本件救護施設の

定員を１６０名から１５０名に削減することが理事会で承認されたことに伴い、

事務費取扱い上の配置基準で相談員１名及び支援員２名が減員となるが、現状

は未だかつてない非常に厳しい状況にあること、②同年４月１日から支援員２

名が退職などにより欠員となる予定であったため、かねてより支援員２名の募

集活動をしていたところ、上記①のとおり定員減に伴う事務費取扱い上の配置

基準における減員が発生することになったが、利用者の処遇上支援員を減員す

ることはできないから、支援員の新規募集を１名に変更し、もう１名は相談員

を支援員に配置転換して対応することを通知した。 

               法人は、上記とは別の同年２月１８日付け書面により、組合に対し、同年４

月１日から男性支援員１名（Ｂ10職員）を採用することを通知したが、これに

対し組合から異議を述べることはなかった。 

（甲２７、２８） 

    (5) 組合は、同年３月９日付け書面により、法人に対し、Ａ２書記長に対する辞

令交付の際、同書記長が腰痛の不安を訴えたにもかかわらず、法人に話を聞こ

うとする態度がなく健康に配慮する姿勢もなかったことや、内示がないまま異

動が発表されたＡ２書記長の配置転換は異例の異動であることなどを主張し、

人事権の濫用であるとして抗議するとともに、本件配置転換の撤回を要求した。 

(甲２９) 

(6) 同月１６日、Ａ２書記長はＣ６病院整形外科を受診し、同月２２日にＣ１医

師作成の「腰部椎間板ヘルニアにより、腰部に負担がかかる業務は避けること

が必要である」旨記載された診断書を受領し、翌２３日に法人に提出して、本

件配置転換の再考を求め、仮に配置転換を行う場合、業務負担の免除ないし軽

減を求めた。 
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          法人は、Ａ２書記長から診断書が提出されたのに対し、前記(3)で述べたよう

な関係医療機関の受診を指示することも、具体的に何らかの業務軽減措置を行

うことの返答もしなかった。 

                         (甲９、１７、９８、乙１０) 

(7) 組合は、同月２３日付け書面により、法人に対し、①定員が１６０名の場合

と１５０名の場合で、予算にどういった差があるのか、結果的に定員数削減に

至った根拠を具体的に示してほしいこと、②定員削減を決定した理事会の議事

録を開示してほしいこと、③今後も利用状況は厳しくなることが予想されるが、

どう対応していこうと考えているのか具体的に示してほしいこと、④過去３年

間の財務３表を開示してほしいことを伝え、同月３１日までに文書で回答する

ことを求めた。 

(甲３２) 

(8) 前記（5）の組合からの要求を受けて、法人は、同月２３日付け書面により、

組合に対し、Ａ２書記長の本件配置転換は、運営状況及び業務上の必要性等を

考慮の上、決定権限を有する管理監督者の最終判断に基づき実施していること、

異動事由については既に交付している同年２月１８日付け書面（前記（4））

により確認してほしいことなどを回答した。 

                                 （甲３１） 

(9) 組合は、同年３月２５日、本件配置転換は法第７条第１号及び第３号の不当

労働行為に該当するとして、当委員会に本件申立てを行った。 

                       （当委員会に顕著な事実） 

(10) 組合は、同月３０日付け書面により、法人に対し、前記（8）の内容では組

合の同月９日付け書面に対する回答になっていないとして、抗議するととも

に、Ａ２書記長への本件配置転換の不当性を主張して、辞令の撤回を要求し

た。 

                                 （甲３３） 

(11) 組合は、前記(10)の書面とは別の同月３０日付け書面により、法人に対し、

Ａ２書記長の本件配置転換について団体交渉を開催したいこと、法人の最高

責任者である理事長の出席を求めること、開催日は同年４月１４日、１８日

又は２０日を候補とすること、開催場所は集会室とすることを申し入れた。 
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                              （甲３４） 

(12) 法人は、前記(7)の組合からの要求書につき、同年３月３１日付け書面によ

り、組合に対し、同年４月８日ころに回答する旨通知した。 

                                   （甲３５） 

(13) 同年３月３１日、Ａ２書記長から前記(6)の診断書が提出されたことを受け

て、Ｂ２施設長、Ｂ５次長及びＢ６総務課長は、同書記長を呼び出して打合せ

を行った。 

法人はそれまで、Ａ２書記長に対し、関係医療機関の受診を指示することも、

具体的に何らかの業務軽減措置を行うこともしていなかったが、その際、同書

記長が宿直勤務に不安を感じる旨訴えたのに対し、現場職員に周知をして配慮

をお願いしたい旨考えているので、予定どおり同年４月１日から支援員として

勤務してもらう旨伝えた。 

(乙１０) 

(14) 同年３月３１日、法人は、「勤務上の配慮に関することで」と題する文書

を本件救護施設の１階で勤務する支援員らに対し回覧した。 

同文書には、「同氏はこれまでも、『毎週の介護入浴業務』、『日々の通

院介助業務』、『各種行事等における会場設営及び準備』、『宿泊温泉レク

等の引率業務及び入浴介助業務』等の腰部に負担がかかる業務に従事してお

りました」と記載されており、これを読んだ者が、同書記長はこれまで相談

員として腰部に負担がかかる業務をこなしていたのであるから、支援員業務

をこなせないわけがない旨暗に示唆していると受け止めかねない表現となっ

ていた。 

法人には、Ｂ２施設長が再度施設長に就任してから、Ａ２書記長と同様に

業務軽減措置を執った支援員が数名いたが（Ｂ13職員、Ｂ14職員、Ｂ15職員、

Ｂ16職員、Ｂ17職員）、これらの職員の場合は文書の回覧を行っていなかっ

た。 

また、Ｂ３前施設長が本件救護施設の施設長を務めていたときは、文書を

回覧するのではなく、口頭での協力要請をしていた。 

(甲８０、第２回審問調書Ｂ３証言１９頁、第２回審問調

書Ｂ６証言４６頁、第３回審問調書Ｂ２証言３２、３３頁) 
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(15) 同年４月１日、Ａ２書記長は、支援員として勤務を開始した。 

        これにより同日時点の支援員の男女構成は、１階は男性のみの９名で、２

階及び３階は女性のみの１８名となった。 

(争いのない事実、乙７) 

(16) 同月６日、Ａ２書記長は、札幌地方裁判所に、同書記長を債権者とし、法

人を債務者とする、過重負担業務命令禁止の仮処分を申し立てた。 

(乙４１) 

(17) 法人は、同月８日付け書面により、前記(7)の組合要求書につき、組合に対

し、①本件救護施設において、１４３名の利用者数で推移した場合、各種加算

が請求できず１千数百万円程度の減収となることが予測されること、また、近

年の利用状況は１６０名の定員を大きく下回る状況にあり、１５０名定員であ

っても運営できる体制作りも検討しなければならないため減員を行ったこと、

②理事会議事録については開示する必要性がないので開示しないこと、③これ

までは受入れを断ってきた人も受け入れ、定員を１６０名に戻す努力をしてい

きたいが、仮に運営の厳しさが増すようであれば、職員の定年退職等の自然減

や法人間内の人事異動を推進することで対応していきたいこと、④過去３年間

の財務３表については開示の必要性がないと考えるが、札幌市のウェブサイト

に情報公開されているのでそれを閲覧して確認してほしいことなどを回答した。 

しかし、上記ウェブサイトには２７年度の財務諸表は掲載されていなかった。 

                             （甲３６、審査の全趣旨） 

(18) 法人は、前記(17)の書面とは別の同日付け書面により、組合に対し、前記

(11)の団体交渉の申入れについて、当委員会の命令は確定していないこと、理

事長同席の団体交渉を行う考えはないこと、集会室での団体交渉を行う考えは

ないことなどを回答した。 

                                  （甲３７） 

(19) 組合は、前記(17)及び (18)の法人の回答につき、同月１２日付け書面で、

法人に対し、①労働委員会の救済命令書が交付されたとき、使用者は遅滞なく

命令を履行しなければならず、再審査申立てを行っても、その効力は停止され

るものではないので、命令書に基づき団体交渉を開催してほしいこと、②組合

は、組合と法人の課題をより円滑に解決していくために理事長の出席を求めて
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いるのであり、ここ数年の労使間の係争状態を見ればより円滑な課題の解決こ

そが喫緊の課題であることは明らかなのに、本質的な解決を試みようとしない

法人の態度には大きな問題があるので、理事長同席のもと団体交渉を開催して

ほしいこと、③先行不当労働行為事件の命令書にあるとおり、集会室で団体交

渉を開催してほしいこと、④定員数の削減等を議題とする同月１８日開催の団

体交渉は理事長同席のもと集会室で開催するものとして、同月１５日までに回

答してほしいことなどを求めた。 

                              （甲３８） 

(20) 同月１４日、法人は、「勤務上の配慮と当面の業務負担軽減措置に関するこ

とで」と題する文書を本件救護施設の１階で勤務する支援員らに回覧した。 

同文書には、前記(14)と同様の記載がなされていたほか、同月８日にＡ２

書記長からさらなる配慮を求められたこと、同書記長は現に腰部疾患の治療を

行っておらず治療が必要ない状況であることを確認したが、腰に不安を抱えて

いることから同年５月の宿直回数を４回から２回に軽減することにしたいので

協力を求めることなどが記載されていた。 

              (甲８１) 

(21) 法人は、同年４月１５日付け書面により、前記(19)の①ないし③の組合要求

につき、回答期限に余裕がないので同月２２日までの回答猶予を求めるととも

に、前記(19)の④で組合から要求された定員数の削減等に係る同月１８日の団

体交渉の開催場所について、施設長室（１０名以内の場合）又は施設事務室

（１０名超３０名以内の場合）を提案するので、同日の始業開始前までにその

回答と組合参加予定者の名簿を事前に提出してほしいことなどを通知した。 

                              （甲３９） 

(22) 組合は、前記(21)の法人の回答を受けて、同月１７日付け書面により、法人

に対し、①既に結論が出ているのであれば回答猶予の必要はなく、結論ありき

の不誠実な回答はしないでほしいこと、②当委員会の命令書に基づき団体交渉

を開催してほしいこと、③参加者名簿の事前提出は不可能であること、④法人

の主張では防犯上の観点から参加者名簿が必要であるとのことであるが、組合

以外の他の団体が施設を利用する場合にも、参加者名簿の提出を求めているの

かどうかにつき回答してほしいことなどを通知した。 
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                              （甲４０） 

(23) 法人は、同月２２日付けの２通の書面により、前記(22)の組合の回答を受け

て、組合に対し、①結論ありきの不誠実な回答は一切していないこと、②命令

に不服であるため中労委に再審査の申立てをしており、当委員会の命令を履行

する考えはないこと、③団体交渉の参加者名簿については予定者名簿を求めて

いるのであり、提出は不可能ではないこと、④組合以外にも参加者名簿等を作

成し入退管理をしている場合もあるが、詳細な運用については、施設運営管理

上の観点から回答は差し控えること、⑤団体交渉については、決定権限を有す

る施設長が対応するので、理事長同席で行う考えはないこと、⑥集会室を開催

場所とする団体交渉を行う考えは一切なく、１０名以内の場合は施設長室、１

０名超３０名以内の場合は施設事務室で行うことを提案するなどと回答した。 

                           （甲４１、４２） 

(24) 組合は、同年５月５日付け書面により、法人に対し、同年３月２３日の生活

課会議の中で、法人が、就労支援事業の担当はＢ４生活一課長が兼任し、居宅

生活訓練事業の担当はＢ５次長が兼任するとの説明をしているが、札幌市には

どのように届け出ているのか、また、法人として、上記事業の担当者を専任配

置ではなく兼任配置することについて問題はないという認識なのかにつき、同

年５月１３日までに回答するよう求めた。 

（甲４３） 

(25) 同月１９日、法人は、「勤務上の配慮と当面の業務負担軽減措置の継続に関

することで」と題する書面を本件救護施設１階で勤務する支援員らに回覧した。 

同文書には、前記(20)の文書と同様の記載のほか、「長年に渡り痛みがあっ

た経過を踏まえ、生活支援員から生活相談員に異動（そのような事実はない）

になったと訴える一方で、腰部に大きく負担がかかると思われるスポーツレク

レーション（野球大会やボー
ママ

リング大会）には参加していた事実、又、現在痛

み止めの処方を受けているとのことでありますが、業務起因性はまったくない

ものと判断しております。」との記載がなされ、これを読んだ者に、野球大会

やボウリング大会に参加できた同書記長が支援員業務をこなせないわけがない

との印象を抱かせかねない表現がされていた。 

(甲８２) 
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(26) 法人は、同月２０日付け書面により、組合に対し、①Ｂ４生活一課長の配置

は、生活一課の責任者としての１階担当であり、相談員としての配置（事務費

取扱い上の配置基準上の指導員枠を利用した配置）ではないこと、②２６年４

月以降のＢ５次長の配置は、居宅生活訓練事業の責任者として配置しているこ

となどを回答した。 

                             （甲４４） 

(27) 同年６月２４日、法人は、「業務上の配慮と当面の業務負担軽減措置の継続

に関することで」と題する文書を本件救護施設の１階で勤務する支援員らに回

覧したが、同文書にも、前記(14)及び(25)と同様の記載がなされていた。 

さらに、同年７月２０日付けの回覧文書では、前記(14)、(20)、(25)の記載

に加え、「１ 事実関係を明らかにする為に、施設が費用負担する旨の話をし、

生活支援員として勤務を開始した現在のⅯＲＩ画像データを提出するよう求め、

話をした時点では同意したにも関わらず（必要がないとの主張）⇒その画像デ

ータの提出も拒む ２ そして、法人の指定する産業医及び整形外科医を受診

してほしい旨の話をしても⇒その申し出も拒む その他、腰部に大きく負担が

かかると思われるスポーツレクレーション（野球大会やボー
ママ

リング大会）には

参加していた事実、又、現在痛み止めの処方を受けているとのことであります

が、業務起因性は、ないものと判断しております。」と記載し、Ａ２書記長の

対応に問題があるかのごとき表現をとっていた。 

                               （甲８３、８４） 

(28) 同月２１日、Ａ２書記長は、腰痛が悪化したことからＣ７病院を受診し、同

病院のＣ２医師から、腰部椎間板ヘルニアで１週間の療養が必要であると診断

された。 

Ａ２書記長は、同日、法人に対し、上記診断書を提出し、同月２２日から同

月２５日にかけて病休を取得した。なお、同月２６日は、Ａ２書記長のシフト

上の休日であった。 

(争いのない事実、甲６６、乙２８の１ないし２) 

(29) 同月２６日、Ａ２書記長は、法人に対し、同日付けで、Ｃ２医師作成の職場

復帰が可能である旨記載された診断書を提出し、同月２７日職場復帰した。 

(乙３１、乙３２) 
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(30) 同月２５日、組合は、法人に対し、同年５月１９日付け、同年６月２４日付

け及び同年７月２０日付けの法人回覧文書の内容について抗議するとともに、

Ａ２書記長を即刻支援員から相談員へ戻すことを要求した。 

(甲８５、８６) 

   (31) 同年８月５日、法人は、組合の前記(30)の抗議及び要求に対して、Ａ２書記

長の腰痛が事実であったとしても私病であるから相談員に戻すことはできない

こと、職場に対し負担軽減への協力を求める以上事実経過を周知する必要があ

り同書記長の了解を取っているので人格攻撃ではないことを回答した。 

(甲８７) 

(32) 中労委は、同年９月１３日、先行不当労働行為事件につき当委員会が認定し

たのと同一の不当労働行為を認定した上で、命令内容を変更し、下記の命令を

発令した。 

                   記 

「１ 法人は、法人施設内の集会室を団体交渉の場所とすることを拒絶して、

団体交渉を拒否してはならない。 

２ 謝罪文の掲示 

     ３ その余の本件救済申立てを棄却する。 

    ４ その余の本件再審査申立てを棄却する。」 

                           （甲９０、１４７） 

(33) 同月１６日、組合は、法人に対し、今後の団体交渉の開催及びあり方を交渉

事項とし、開催場所を集会室とする団体交渉を申し入れた。 

(甲９１) 

(34) 法人は、同月２６日付けで、Ｂ12支援員の宿直勤務の業務軽減措置につい

て、１階の支援員に文書を回覧した。 

その文書には、「御疲れ様です、業務負担措置に関する配慮に関する周知

に関して、Ｂ４生活一課長を通じて、施設に対し確認を得て実施している事

項かと思われますが、Ｂ12生活支援員の勤務の配慮（宿直勤務）をお願いし

ます。尚、このことについては、Ｂ12氏より事前に診断書の提出と術後の報

告を受け、配慮が必要との共通認識を持っている事項であることを補足しま

す。」などとの記載にとどめられ、Ａ２書記長の宿直勤務の業務軽減措置に
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つき回覧した文書と比較すると、余事記載が少なく簡潔にまとめられていた。 

                                （甲１４８） 

(35) 同月３０日、法人は、組合に対し、前記(33)の申入れへの回答として、東京

地方裁判所に取消訴訟を提起する旨決定していることから中労委命令を履行す

るつもりはないこと、施設長室若しくは施設事務室又はＣ３地区センターでの

団体交渉を提案することを文書で回答した。 

(甲９２) 

(36) 法人は、同年１０月１日、東京地方裁判所に、前記(32)の中労委命令の取消

しを求める訴えを提起した。 

                                    （甲１４７） 

(37) 同月６日、組合は、法人に対し、取消訴訟の提起が命令の効力に影響を及ぼ

さないことを指摘し、集会室での団体交渉の開催を申し入れた。 

(甲９３) 

(38) 同月２５日、法人は、組合に対し、前記(37)の申入れに対し、中労委命令を

履行する考えはないこと、団交への参加人数に応じて施設長室若しくは施設事

務室又はＣ３地区センターでの団体交渉を提案することを文書で回答した。 

(甲９４) 

(39) 同年１１月１４日、札幌地方裁判所は、前記(16)の仮処分申立てについて、

腰部疾患を抱えたＡ２書記長にとって、本件配置転換により支援員業務に従事

することにより腰部に負担のかかる機会が相談員業務のときより増えるとして

も、法人が１階の他の支援員らに配慮・協力を求めてもなお腰部に過度の負担

がかかって困難であるとまでは認めがたく、同書記長の腰部の疾患を悪化させ

る差し迫った現実的な危険ないしその恐れがある旨疎明されているとは認めが

たいとして、これを却下した。 

                                  (乙３８) 

(40) 同月２８日、Ａ２書記長は、前記(39)の却下決定を受け、札幌高等裁判所に、

即時抗告の申立てを行った。 

(乙５９) 

(41) ２９年１月３１日、札幌高等裁判所は、前記(40)の即時抗告の申立てについ

てこれを棄却した。 
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(乙３９) 

(42) 同年２月１５日、法人は、Ａ２書記長の宿直回数を同年３月から通常回数と

する旨記載した文書を本件救護施設の１階で勤務する支援員らに回覧した。 

 (乙７８) 

（43）同年２月１５日、札幌市において、就労支援事業の「専任」に関する規

定が改定された。 

Ａ２書記長が配置転換された２８年４月当時、上記事業の実施要綱上、

「１１ 専任指導員」として「入所者に対する支援を行うため、施設に専任

の指導員１名を置く。」とされ、業務仕様上も、「業務内容」の項目で、「２

 専任指導員」として、「受託者は、施設への就労支援入所者に対する支援を

行うため、施設に専任指導員１名を置く。」とされていた。 

それに対し、２９年２月１５日に改定された規定は、「入所者に対する支

援を行うため、施設に指導員１名を置く。」とされ、「専任」の文字がなくな

り、追加で「指導員は、入所者の支援に支障のない限りにおいて、他の職務を

兼ねることを妨げない。ただし、保護施設事務費の算定基礎となる職員、その

他の職務において専任として配置されている職員と兼ねることは認められない

ので留意すること。」とされ、また、業務仕様上も、「業務内容」の項目で、

「２ 指導員」として、「受託者は、施設への就労支援入所者に対する支援を

行うため、施設に指導員１名を置く。」とされ、専任の文字がなくなった。 

                 （甲１３６ないし１３９） 

（44）東京地方裁判所は、同年１２月１３日、前記（36）の取消訴訟につき、法

人の請求を棄却する旨の判決を言い渡したが、これに対し、法人は、東京高等

裁判所に控訴した。 

                                          (争いのない事実、甲１４７) 

（45）Ａ２書記長は、現在に至るまで概ね月１回の割合で通院治療を受けているが、

以前よりも腰の痛みや足にしびれが増している。 

（甲１４０、第１回審問調書Ａ陳述１４頁、第１回審問調書Ａ２証言４５頁） 

 

６ 救護施設の職員配置基準などについて 

(1) 生活保護法第３９条第２項第１号及び「救護施設、厚生施設、授産施設及び
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宿所提供施設の設備及び運営に関する基準」（以下「救護施設に関する基準」

という。）第１１条２項により、救護施設における生活指導員（相談員）及び

介護職員（支援員）などの職員の総数については、厚生省社会局長作成の「生

活保護法による保護施設事務費及び委託事務費の取扱いについて」（昭和６３

年５月２７日社施第８５号）の「２  職員の適正配置について」の中で、同別

表「保護施設職員職種別配置基準表」に定められている人数が、保護施設事務

費単価の積算基礎となる職員数とされ、また、施設入所者の処遇確保の見地か

らも最低限必要な人数であるとされ、その人数分の保護施設事務費が行政から

支給されている。 

救護施設の定員が１４１名ないし１５０名の場合と１５１名ないし１６０名

の場合の職員配置基準については、次のとおりとなっている。 

  （別表抜粋） 

 職種 

 

取扱 

総員 

総数 施設

長 

事務

員 

主任

指導

員 

指導

員 

介

護

職

員 

看護

師 

栄養

士 

調理

員等 

医師 介助

員 

141～ 

150 

39 1 2 1  25 2 1 5 1 1 

151～ 

160 

42 1 2 1 1 27 2 1 5 1 1 

 

また、上記厚生省社会局長作成の通知により、一定の要件を満たす救護施設

には、生活指導員（相談員）数を加算した費用が支給されることとされ、本件

救護施設の場合は１名分加算されている。 

以上をまとめれば、本件救護施設の場合、定員１５１名ないし１６０名のと

きは主任指導員１名と指導員１名に加え、加算分の指導員１名の計３名が最低

限配置すべき生活指導員（相談員）の人数とされ、定員１４１名ないし１５０

名のときは主任指導員１名と加算分の指導員１名の計２名が最低限配置すべき

生活指導員（相談員）の人数とされ、その人数分の保護施設事務費が支給され

ているが、これは最低限の必要な職員数であり、これより多くても構わない。 

また、介護職員（支援員）については、定員１５１名ないし１６０名のとき
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は２７名、定員１４１名ないし１５０名のときは２５名が最低限配置すべき人

数とされ、その人数分の保護施設事務費が支給されている。 

                             （甲１０、２２） 

(2) 前記(1)のとおり、定員１５１名ないし１６０名の場合の事務費取扱い上の

配置基準上の職員定数は４２名のところ、本件救護施設では最低基準にプラス

した人員を従来から配置しており、中労委への再審査申立て時点（２７年７月

２７日）で５３名の職員を配置していた。 

                                 （甲７、８） 

(3) 本件救護施設の定員は２７年度末まで１６０名であったが、２８年４月１日

から１５０名に減員された。 

                              （争いのない事実） 

 

７ 本件救護施設における従前の相談員の配置体制 

（1）本件救護施設では、１２年から、相談員５名体制が基本的な枠組みとなって

いた。 

１６年３月４日当時の施設長であったＢ３前施設長は、組合に対し、同日付

け書面により、「これを基本配置として位置付け、今後ともこの配置内容を確

保し続けなければなりません。」として、かかる職員配置体制を努力しながら

維持していく方針を説明していた。 

           （甲２５、９９、第２回審問調書Ｂ３証言２ないし４、９頁） 

(2) ２５年度及び２６年度の相談員の配置体制 

      ２５年度は５名、２６年度は６名であった。 

                                        （審査の全趣旨） 

(3) ２７年度の相談員の配置体制 

 ２７年度の相談員の総数は６名であり、配置状況は以下のとおりであったが、

Ｂ７職員については相談員としての就労実態はなかったので、現場職員の感

覚としては５名体制であった。 
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No. 職責 相談員名 氏名 職員配置枠 

１ 次長 居宅訓練専任相談員 Ｂ５ 居宅訓練枠 

２ 生活一課長 就労支援専任相談員 Ｂ４ 就労支援枠 

３ 生活一課

主任 

一階担当生活相談員 Ａ 指導員枠 

４ 生活二課

課員 

二階担当生活相談員 Ａ２ 加算指導員枠 

５ 生活二課長 三階担当生活相談員 Ｂ11 主任指導員枠 

６ 総務課員 事務員兼生活相談員 Ｂ７ 介助員枠 

 

（甲１１０、１１５、１１６、乙２１、第１回審問調書

Ａ２証言４２頁、審査の全趣旨） 

(4) ２８年度の相談員の配置体制 

ア  本件配置転換及びＢ７職員の異動により、２８年度の相談員の総数は４名

となり、配置状況は以下のとおりとなった。 

同年度から定員が１５０名に減員され、主任指導員１名と加算分の指導員

１名の計２名が事務費取扱い上の配置基準による最低限配置すべき生活指導

員（相談員）の人数となっている。 

                                           

No. 職責 相談員名 氏名 職員配置枠 

１ 次長 居宅訓練専任相談員 Ｂ５ 居宅訓練枠 

２ 生活一課長 就労支援専任相談員 Ｂ４ 就労支援枠 

３ 生活二課

主任 

二階担当生活相談員 Ａ 加算指導員枠 

４ 生活二課長 三階担当生活相談員 Ｂ11 主任指導員枠 

                                               （甲２２、審査の全趣旨） 

 

イ Ａ２書記長に代わり、管理職と就労支援事業（定員８名）専任指導員を兼

任していたＢ４生活一課長が、さらにフロア担当相談員も兼務するようにな



 - 47 - 

り、約３０名の１階利用者を担当するようになった。 

４名の相談員のうちＢ４生活一課長は社会福祉士の資格を有しているが、

他の３名は社会福祉士、精神保健福祉士の資格とも有していない。 

（甲１３６、第１回審問調書Ａ２証言４３、５２頁、審査の全趣旨） 

 

８ 相談員と支援員の勤務内容など 

    (1) 本件救護施設において、相談員と支援員の業務に関する勤務時間、休日、手

当及び業務の内容などにつき、概ね下記のとおり定められている。 

                  記 

       

          

 相談員 支援員 

法 

律 

上 

の 

名

称 

 

「生活指導員」 

（救護施設に関する基準第１１条

第３号） 

 

    「介護職員」 

（救護施設に関する基準第１１条第

４号） 

 

 

勤

務

時

間 

日勤 ８時４５分～１７時１０分 

 

半日 ８時４５分～１２時３５分

（２か月に１回程度） 

日勤 ８時４５分～１７時１０分 

（月に１０日前後） 

半日 ８時４５分～１２時３５分 

（月に１～２回） 

遅番 １１時５分～１９時３０分 

   （月に３～５回程度） 

宿直 １３時３０分～翌９時３０分 

   （月に３～５回程度） 

休

日 

土日祝日 

（月に１～２回程度、土日祝日の

勤務あり） 

 

シフトにて調整 



 - 48 - 

手 

当 

 

  

 業務手当月１万３，０００円 

 

 

 業務手当月１万８，０００円 

 

 

業

務

内

容 

 

 

 

①利用者の苦情・要望・悩み・対

人トラブルに関する苦情及び解決 

②家族・病院・生活保護実施機関

・他施設・各種障がい支援機関と

相談や連絡調整 

③福祉制度・年金制度等、利用手

続き支援及び代行 

④各フロアで支援員と利用者の生

活支援内容の検討、実施、計画策

定 

⑤施設内行事の企画・運営 

⑥通院業務（付き添い、Ｄｒから

の病状説明、通院、入退院送迎な

ど） 

⑦各種施設内活動支援（裁縫クラ

ブ、カラオケ会、音楽療法補助、

施設内レクリエーション） 

⑧実習担当（学生の受入れ、指導

担当） 

⑨フロア内会議の開催・意見集約 

⑩夜間・休日待機当番（勤務外の

緊急応援呼出し対応） 

⑪入所検討会への参加 

⑫各種障がい手帳に関する諸手続

支援・代行 

⑬事業概要作成（年１回） 

① 食事介助（配膳・食事介助） 

②排泄介助（オムツ介助、トイレ誘

導・声掛け、清拭） 

③入浴介助（着替え・浴室内洗髪・

洗体等介助） 

④洗濯介助（洗濯物の回収、洗濯機

乾燥機使用、衣類収納） 

⑤着替え介助（起床・就寝時、失禁

時等） 

⑥夜間巡回、ナースコール対応、褥

瘡予防の体位交換等 

⑦清潔保持介助（清拭・洗面・髭剃

り、歯磨き等介助） 

⑧金銭管理代行（小遣いの出納管

理） 

⑨買い物代行（日用品や嗜好品、衣

服の購入等） 

⑩個人記録記入、作成 

⑪服薬確認 

 

                          （甲２、１０、審査の全趣旨） 
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(2) 本件救護施設における相談員と支援員の勤務時間や休日など労働条件を比較

してみた場合、前記(1)のとおり、支援員には相談員にはない宿直勤務が定め

られ、休日も、相談員が土日祝日であるのに対し支援員はシフトによる休日と

されており、どちらの職種に就くかにより、労働条件に差異がある。 

                         （第１回審問調書Ａ陳述３１頁） 

(3) 相談員と支援員の業務内容や範囲を比べてみると、相談員業務は、身体上又

は精神上著しい障がいがあるために日常生活を営むことが困難な利用者の個別

の相談援助及び生活のための企画立案を中心に、利用者の施設内での生活や社

会復帰に向けての事柄を幅広く担っている。それに対し、支援員業務は介護や

直接的な生活支援が中心となっている。 

おおまかではあるが、本件救護施設では、相談員業務は、７、８割が相談

援助・企画立案業務、２、３割が直接的な介護や生活支援業務である。それに

対し、支援員業務は、８、９割が直接的な介護や生活支援業務、１、２割がそ

れ以外の業務であるから、腰部にかかる負担は支援員のほうがより大きい。 

この点、組合が２８年６月１６日から同月２０日までの間、本件救護施設の

支援員２７名を対象に行ったアンケート調査によれば、支援員業務に腰部負担

があると感じている支援員は２７名中２５名に及び、腰部負担の程度として、

相談員よりも支援員の方が重いと感じている者は２７名中２２名に及んでいる。 

そして、Ｘ２が同年８月１４日から同月３１日にかけて行った全国１８２

の救護施設へのアンケート調査では９８の回答があり、相談員業務の腰部の負

担については、「全くない」が２１、「たまにある」が５４、「よくある」が

１、「常にある」が０、「不明」が４であったのに対し、支援員業務の腰部負

担は「全くない」が０、「たまにある」が３１、「よくある」が３２、「常に

ある」が１２、「不明」が５の回答であったが、そのことは、回答を寄せた救

護施設と本件救護施設とでは業務内容が全く同一ではないことや本件救護施設

の１階利用者が他の階と比べると身体的介助を必要とする利用者が少ないこと

を考慮しても、支援員業務のほうが相談員業務より腰部に負担がかかる傾向が

あることを示している。 

     また、社会福祉士や精神保健福祉士の資格は、身体上又は精神上著しい障が

いがあるために日常生活を営むことが困難な利用者に対する個別の相談への対



 - 50 - 

応や、これを受けて総合的包括的にサービスを提供すること及びその在り方な

どに関する専門的知識が必要であることを考えれば、相談員業務において有用

であるということができる。 

（甲２２、６０、６８、６９、第１回審問調書Ａ２証言４５、５

７、５８、６２頁、第２回審問調書Ｂ３証言２２、２３頁） 

(4) 本件救護施設において、相談員と支援員とでどちらが職制として上という直

接的な定めはないが、現場で各フロアの支援員の取りまとめをしているのは相

談員であり、相談員には各フロアのリーダー的ないし管理者的な側面があった。 

法人作成の本件救護施設の組織機構図を見ても、相談員については各階の先

頭に氏名の記載がなされているのに対し、支援員については「支援員＝男性支

援員〇名、女性支援員〇名」と記載されるのみで、氏名は省略されている。 

            支援員の休暇申請届、生活支援日誌及び生活支援経過記録には、施設長、次

長及び課長の押印欄に加え、相談員の押印欄が設けられているのに対し、支援

員の押印欄は設けられていない。 

利用者の預り金の払出しは、本来は金銭管理代行（小遣いの出納管理）とし

て支援員の業務に該当するところ（前記(1)）、法人が札幌市に提出する「社

会福祉施設概況報告書」によれば、利用者の預り金の払出しについては「相談

員、課長、次長、施設長決済
ママ

後に、火曜日銀行請求」と記載され、相談員も決

裁員であるとされている。 

また、役職者への昇進についても、相談員から課長に昇進した職員はいたが、

支援員から課長に昇進した職員は１人もいなかった。 

（甲６８、７０ないし７２、９９、１４１、第１回審問調書Ａ２証言４６ない

し４７頁、第２回審問調書Ｂ３証言７、１４ないし１５頁、審査の全趣旨） 

 

９ 法人の財政状況 

           ２６年度の法人の事業活動全体の経常利益（経常増減額）は２，５２２万７，

９３４円であり、また、本件救護施設単体の経常利益は１，０８５万２，１５２

円である。 

           また、２７年度の法人の事業活動全体の資金収支計算書では、当期資金収支差

額合計でマイナス１２７万７，６０３円となっているが、臨時で２億９７９万７，
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８１４円の固定資産取得支出を計上したため赤字になったものである。法人は、

ナースコール設備の更新や札幌市からの土地購入のため、上記固定資産取得支出

を計上したが、積立預金１億３，０００万円を取り崩し、さらに金融機関から６，

０００万円の借入れをしてこれに対応した。 

       法人の事業活動全体の収支を示す事業活動資金収支差額は、２６年度で４，５

６９万１，１００円の黒字、２７年度では６，３８７万８５１円の黒字、２８年

度では７，６７４万２，６１９円の黒字となっている。 

                （甲２６、７５、７６、１５０、審査の全趣旨） 

第４ 当委員会の判断 

１ 本件配置転換は、Ａ２書記長が組合員たることを理由とする「不利益な取扱い」

として、法第７条第１号の不当労働行為に当たるか。（争点１） 

      (1) 法第７条第１号は、組合所属又は組合活動を理由とする解雇等の「不利益な

取扱い」を不当労働行為として禁止している。 

      (2) 法第７条第１号の「不利益な取扱い」とは、不当労働行為に関する法制度の

目的に照らして、労働者の団結権及び団体行動権を侵害する性質の行為、換言

すれば、労働者らの組合活動意思を萎縮させ組合活動一般を抑圧ないし制約す

る効果を持つと認められる取扱いを指すものと解するのが相当である。 

したがって、「不利益性」の判断は、賃金の減少等の経済的不利益や職場制

度の建前の上での不利益性の有無に限らず、当該職場における従業員の一般的

認識に照らしてそれが通常不利益なものと受け止められ、それによって当該職

場における組合員らの組合活動意思が萎縮し、組合活動一般に対して制約的効

果が及ぶようなものであるか否かという観点からなされるべきである。 

(3) 本件配置転換の不利益性について、組合が、Ａ２書記長の身体健康への重大

な不利益及びキャリア上の不利益が発生すると主張するのに対し、法人は、い

ずれの不利益も発生しないとして、これを否定する。 

本件救護施設では、支援員業務のほうが相談員業務より腰部にかかる負担が

大きいこと（前記第３の８(3)）、相談員と支援員とでどちらが職制として上

という直接的な定めはないものの、実際には相談員が支援員の決裁員となるな

ど、相談員にはフロアのリーダー的ないし管理者的な側面があり、相談員から

役職へ昇格した人事はあるのに対し支援員から役職へ昇格した人事はないのが
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従前の人事の実績であること（前記第３の８(4)）を考え併せると、当該職場

における職員の一般的認識として、本件配置転換が不利益なものであると受け

止められ、それによって組合員らの組合活動意思が萎縮し、組合活動一般に対

して制約的効果が及ぶことを否定することはできない。 

よって、本件配置転換は不利益性を有する。 

(4) 次に、本件配置転換が「故をもって」行われたか否かについて検討する。 

本件配置転換は支援員の欠員補充としてなされている（前記第３の５(2)）

ところ、欠員補充を新規採用で行うか内部の配置転換で行うかは経営に関する

事項であり、一般的には法人に選択権があるといえる。しかし、憲法２８条に

定める団結権等の保障を実効的にするために法により創設された不当労働行為

救済制度の趣旨に照らすと、法人の主張する本件配置転換の正当化理由も成り

立ち得るが、他方で法人に不当労働行為の意思の存在が認められる場合には、

正当化理由と組合所属のいずれが不利益取扱いの決定的動機であったかにより、

「故をもって」行われたか否かを決するのが相当である。 

以下、まず本件配置転換の業務上の必要性及び個別的人選の相当性の観点か

ら配置転換の正当化理由について判断し、続いて法人の不当労働行為の意思の

有無を判断し、それが認められるときには、正当化理由と組合所属のいずれが

本件配置転換の決定的動機であったかにつき判断する。 

 (5) 本件配置転換の業務上の必要性 

ア  定員削減の必要 

(ｱ) 定員削減したことに伴って法人が本件配置転換を実施したことにつき、

組合は、そもそも定員削減の必要性がなかった旨主張するのに対し、法人

は、利用者が定員の９割を下回ると各種加算が打ち切られ、施設運営が立

ち行かなくなるところ、利用者が定員の９割以上に回復する具体的目途が

立たなかったことから、定員削減を決定したと反論する。 

(ｲ) 利用者数が２８年１月２３日時点で１４２名、同月末近くで１４１名と

なっていたこと、同年４月１日時点で定員の９割（１４４名）を下回ると

各種加算が打ち切られること、各種加算が打ち切られれば法人試算で１千

数百万円余の減収になるため、急きょ定員の減員を検討し、同年２月１日

の理事会において１５０名に減らす旨を決定したこと、利用者数は同日時
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点で１４１名、同年３月１日時点で１４４名、同年４月１日時点で１４７

名と若干増加したものの、同年２月１日の時点で、各種加算の基準日であ

る同年４月１日までに１４４名以上に回復する具体的目途までは立ってい

たとは認められないことからすると（前記第３の５(1)）、法人が定員を

削減したことにつき、必要性がなかったということはできない。 

       イ  相談員を減らすことの業務上の必要性 

(ｱ) 同年２月１日に定員削減の決定をした法人は、かねてから募集活動をし

ていた同年４月１日から欠員見込みの支援員２名につき、同月９日に欠員

となることが確定したことから、同月１２日、その補充のための新規採用

を１名にして、もう１名はＡ２書記長を相談員から支援員に配置転換する

ことを決め、同書記長の代わりのフロア担当相談員として、Ｂ４生活一課

長を２８年度から配置することにした。Ｂ４生活一課長は管理職であり、

就労支援事業業務の専任指導員でもあったが、そのような立場の同課長が

さらにフロア担当相談員を兼任することになっても、違法でも契約違反で

もなく、特段問題ないというのが法人の認識であった（前記第３の５

(2)）。 

(ｲ) これに対し、組合は、２９年２月１５日に改定された就労支援事業の実

施要綱や業務仕様において「専任」の文字がなくなり、さらに実施要綱に

は追加で「指導員は、入所者の支援に支障がない限りにおいて、他の職務

を兼ねることは妨げない。ただし、保護施設事務費の算定基礎となる職員、

その他の職務において専任として配置されている職員と兼ねることは認め

られないので留意すること。」と定められた（前記第３の５(43)）ことの

裏を返せば、２８年４月当時は、同事業の専任指導員であったＢ４生活一

課長が、他の職務と兼任することは許されなかったと主張するが、かかる

組合の主張を認定できる的確な証拠は存しない。 

         また、組合は、２８年４月以降は、Ｂ４生活一課長が担当している就労

支援事業の業務の一部を支援員が行うようになり、「専任」とはいえない

状況となって、業務上の支障が生じていると主張するが、かかる主張を認

定できる的確な証拠も存しない。 

(ｳ) 以上からすると、相談員を減員したことによって、違法ないし契約違反
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の状態が生じたことも、また、業務上の支障が生じたことも認めることは

できないから、法人において相談員を減員する業務上の必要性がなく、減

員できる状況になかったということはできない。 

(6) 個別的人選の相当性について 

      ア  組合は、Ａ２書記長は腰部疾患を有していて、周囲の配慮や協力がなけれ

ば支援員業務に従事することが困難になる可能性があるし、社会福祉士及び

精神保健福祉士の資格を保持して、相談員業務について極めて高い専門性を

有しているから、あえて支援員に配置する相当性がない旨主張する。これに

対し、法人は、Ａ２書記長は介護福祉士の資格を有し、長年支援員として勤

務した実績と経験及び適性があるから、人選の相当性がある旨反論する。 

イ  法人は、Ｂ２施設長、Ｂ５次長及びＢ６総務課長の３名のみの協議により、

相談員５名（Ａ２書記長、Ａ委員長、Ｂ５次長、Ｂ４生活一課長及びＢ11生

活二課長）の中から同書記長と同委員長の２名を候補に挙げ、支援員として

の経験があるとの理由で同書記長を人選した（前記第３の５(2)、第３の７

(4)）。 

     法人の主張によれば、本件救護施設では相談員と支援員の業務が相当部分

重なっていて共通性を有するし、また、相談員と支援員とでは職制上上下関

係がないというのであるから、Ａ２書記長とＡ委員長だけではなく、Ｂ５次

長、Ｂ４生活一課長及びＢ11生活二課長も一応候補になりうるのではないか

とも考えられるが、この３名は全く人選の対象となっていない。 

また、Ａ２書記長に腰痛があることは現場の相談員及び支援員の共通認識

であったところ、人選に加わっていた３名のうちＢ２施設長は、同書記長が

かつて腰を痛め腰部にコルセットを装着していたのを認識していたし、Ｂ５

次長も、同書記長が腰痛を抱え、相談員に配置転換される前に椎間板ヘルニ

アで入院したことがあり、相談員に配置転換されてからも腰痛を訴えて機械

浴の免除を受けたことがあることを認識していたが、それにもかかわらず、

同書記長が支援員業務に支障なく従事できるかどうかにつき事情聴取するな

どの調査を一切行わず、３名による１日のみの検討で、同書記長を人選して

いる（前記第３の５(2)）。 

人選の経緯にかかる疑問が残るが、Ａ２書記長が介護福祉士の資格を有し、
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本件救護施設において７年余り支援員として勤務した経験があることからす

ると（前記第３の１(4)）、法人の人選に相当性がないとまで断定することは

できない。 

(7) 法人の不当労働行為の意思の有無及び決定的動機について 

前記(5)及び(6)からすると、法人の主張する本件配置転換の正当化理由を完

全に否定することはできないので、続いて法人の不当労働行為意思の有無及び

決定的動機について判断する。 

この点、①本件配置転換前に事前説明や内示を行うことなく配置転換を実施

したのは１例しか認められないこと（前記第３の５(3)）、②Ａ２書記長に対

する業務負担軽減の周知方法及び回覧文書の内容のいずれも、従前の方法ある

いは他の支援員と異なる取扱いをしていること（第３の５(14)、(20)、(25)、

(27)及び(34)）、③２６年１０月及び２７年４月の男性支援員を採用した際

には、２４年確認書に基づく事前協議の申入れをしているのに（前記第３の

３(10)及び(25)）、今回はあえて申入れをしていないこと（前記第３の５

(3)）、④先行不当労働行為事件をきっかけに労使紛争が発生し、悪化の一途

をたどっていたこと（前記第３の２、第３の３(1)及び第３の４）、⑤Ｂ２施

設長がＡ委員長に発言した２６年５月８日及び同年１０月２８日の内容から、

法人の組合及び同書記長に対する敵対的意思をうかがうことができること

（前記第３の３(2)及び(19)）、⑥法人は、２６年２月にも、同書記長に対し、

Ｙ３課長への昇進人事を突然消滅させるという不利益な人事を行っているこ

と（前記第３の２(5)）を考え併せると、法人の不当労働行為の意思の存在を

認めることができる。 

そして、本件で、法人は、激しく対立していた組合の中心的人物であるＡ２

書記長（前記第３の１(4)）に対し、前記①及び②で述べたとおり、事前説明

や内示を一切行わず本件配置転換を実施するという異例の取扱いを行い、業務

負担軽減の周知方法についても従前取っていた口頭方式ではなく初めて回覧文

書方式を採用した上、その文書には同時期の他の支援員に関する文書の内容と

比較すると不必要でありふさわしくもない多くの余事記載をして、読む者をし

て同書記長が支援員業務をこなせないわけがない、あるいは同書記長の対応に

非があるとの印象を抱きかねない表現をとるなどの異例の取扱いを行い、さら
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に前記③で述べたとおり、２６年１０月及び２７年４月の男性支援員の導入の

ときとは異なり、組合に対し２４年確認書に基づく事前協議の申入れをあえて

行わないという取扱いを行い、同書記長について差別的取扱いをしていること

が認められるから、本件配置転換は同書記長の組合所属を決定的動機として実

施されたものと解するのが相当である。 

      (8) ２６年５月８日及び同年１０月２８日のＢ２施設長の発言について 

ア 法人は、Ｂ２施設長の発言について、組合が証拠提出したＣＤ－Ｒも反訳

書も組合にとって不都合な部分を削除し改ざんしたものであるから、証拠と

しての適格性・信用性が完全に欠けていると主張する。 

相手方の同意なくして録音されたＣＤ－Ｒや反訳書の証拠能力の適否につ

いては、その録音の手段方法が著しく反社会的と認められるか否かを基準と

して判断するのが相当であるところ、本件では、Ｂ２施設長の知らぬ間に録

音されたにとどまり、同施設長の人格権を著しく反社会的な手段方法で侵害

したものということはできないし、組合が不都合な部分を削除し改ざんした

ことについても認めることはできない。 

よって、上記証拠は証拠能力を有する。 

           イ  また、法人は、上記会話の各時期は、表面的には先行不当労働行為事件の

救済申立てがなされていたが、Ｂ２施設長とＡ委員長の関係は対立的ではな

く、同施設長は同委員長に心を許し、組合と法人の関係整備や上記事件の解

決に向けて率直な意見交換をしたものであり、話合いはいずれも円満であっ

たと主張する。 

             同年５月８日の会話でＢ２施設長は、話合いをしても法人は譲歩しないし

強硬派の組合も譲歩しないから、折り合いが付かないまま労使関係が悪化す

るし、今度法人から組合員に対しこんな組合だと話すが、そうなれば組合を

脱退する組合員が何人か出てくると発言して（前記第３の３(2)）、反組合

的意思を示し、同年１０月２８日の会話では、Ａ２書記長との関係はもう無

理だから同書記長を徹底的にやると発言して（前記第３の３(19)）、同書記

長に対する強い敵意をむき出しにしている。 

以上のとおり、Ｂ２施設長の発言は、組合と法人の関係整備や先行不当労

働行為事件の解決に向けて率直な意見交換をしたものとする法人の主張とは
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相反する内容となっているから、かかる法人の主張を認めることはできない。 

           ウ  さらに、法人は、前記アの会話の時期から２年近くもたって本件配置転換

が必要になることにつき、法人にもＢ２施設長にも全く予見可能性がなかっ

たから、同施設長のＡ委員長に対する発言と本件配置転換の間には因果関係

がないと主張する。 

Ｂ２施設長の発言がなされてから本件配置転換が行われるまでの間、労使

関係は改善されるどころか、悪化の一途をたどっている（前記(7)の⑤）こと

からすると、法人の組合及びＡ２書記長に対する強い敵意が喪失ないし減殺

されたとすることはできないから、かかる法人の主張を認めることはできな

い。 

      (9) 以上のとおり、本件配置転換は、組合の中心的立場にあるＡ２書記長に対し、

組合の組合員であることを決定的動機としてなされた不利益な取扱いであるか

ら、法第７条第１号の不当労働行為に当たる。 

 

            ２ 本件配置転換は、法第７条第３号の支配介入に該当するか（争点２） 

（1）組合書記長に対する本件配置転換の支配介入の成否 

前記１で判断したとおり、本件配置転換は、組合の中心的立場にあるＡ２書

記長に対し、組合の組合員であることの故をもってなされた不利益な取扱いで

あり、かかる不利益取扱いは、組合を弱体化し、組合員の組合活動に萎縮的効

果をもたらすものであるから、法第７条第３号の支配介入に該当する。 

（2）２４年確認書を無視した本件配置転換の支配介入の成否 

法人は、組合に対し、本件配置転換につき、２４年確認書に基づく事前協議

を行っていないが（前記第３の５(3)）、使用者による労働協約違反は当然に法

第７条第３号の支配介入に該当するものではなく、その違反が、当該協約に結

実した労使間の交渉を軽視し、組合の立場を著しく不安定にすることによって

弱体化する行為と認められるか否かという観点から検討する必要がある。 

先行不当労働行為事件において、法人は、２４年確認書第４項の「増員計画」

の意味につき、同確認書作成時点の男性支援員が３名であることから、３名以

内の増減であれば「増員計画」に当たらないと主張していたところ（前記第３

の４(1)）、本件配置転換により男性支援員は３名をはるかに超えることになっ
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たので（前記第３の５(3)及び(15)）、法人の主張によっても、Ａ２書記長の本

件配置転換は「増員計画」に該当し、同確認書に基づく事前協議が必要である

ことにつき法人は十分理解していたものである。 

それにもかかわらず、法人は、あえて組合との事前協議を行うことなく、本

件配置転換を実施しているのであって、かかる行為は２４年確認書に結実した

労使間の交渉を軽視し、組合を弱体化させるものであるから、法第７条第３号

に定める支配介入に該当する。 

          なお、法人は、２５年８月以降の男性支援員の個別的新規採用につき、組合

は異議を述べることなく増員に協力してきており、本件配置転換と同時期に新

規採用されたＢ10職員についても組合は異議を出していないから、法人が事前

協議を行わなかったとしても、法第７条第３号に定める支配介入に該当しない

と主張する。 

組合は、２５年８月１日に採用された男性支援員の採用につき２４年確認書

に基づく協議を行わず異議も出さなかったし（前記第３の２(3)）、Ｂ10職員

の採用のときも異議を出していないが（前記第３の５(4)）、２６年１０月及

び２７年４月に法人が男性支援員を採用しようとしたときには、法人から組合

に対し事前協議の申入れがなされており（前記１(7)の③）、これに対し、組

合が団体交渉による協議を求めたところ、法人は集会室を開催場所とすること

に難色を示すなどして団体交渉を拒否したことから協議できないまま推移し、

結局、法人は、組合に対し、男性支援員を採用する旨を一方的に通告している

（第３の３(10)ないし(18)、(20)及び(25)ないし(27)）。 

かかる経緯からすると、２６年１０月以降の男性支援員の採用については、

組合が法人に対し協議の場を設けて意見を述べようとしてもできないまま推移

してきた実情にあるのであって、組合が何ら異議を述べることなく協力してき

たということはできないから、かかる法人の主張をもって支配介入性を否定す

ることはできない。 

 

３ 結論 

以上のとおりであるから、当委員会は、法第２７条の１２及び労働委員会規則

（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第４３条の規定により、主文のとおり
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命令する。 

 

 

平成３０年９月２８日 

北海道労働委員会 

会  長   浅  水     正 ㊞ 


